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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 2018年２月 2019年２月 2020年２月 2021年２月 2022年２月

売上高 (千円) 1,728,256 2,482,856 3,088,542 4,431,006 4,308,223

経常利益 (千円) 129,827 386,245 402,816 601,388 450,242

親会社株主に帰属する
当期純利益

(千円) 93,145 255,646 288,854 445,743 326,934

包括利益 (千円) 92,565 256,150 288,475 444,635 331,277

純資産額 (千円) 450,321 989,463 1,437,439 1,900,943 2,255,194

総資産額 (千円) 806,023 1,483,276 1,921,815 3,168,918 2,932,229

１株当たり純資産額 (円) 226.61 239.70 335.95 436.55 507.15

１株当たり当期純利益 (円) 46.88 64.14 68.54 103.57 74.54

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― 58.82 64.20 99.05 72.94

自己資本比率 (％) 55.9 66.7 74.8 60.0 76.9

自己資本利益率 (％) 23.1 35.5 23.8 26.7 15.7

株価収益率 (倍) ― 82.6 75.9 32.8 21.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 101,521 386,924 315,991 477,758 161,142

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △18,312 △5,900 △42,825 △8,360 △46,793

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 30,000 250,992 152,296 18,652 22,743

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 403,059 1,037,007 1,458,395 1,944,022 2,088,910

従業員数
（外、平均臨時雇用人員）

(名)
59 72 81 85 93

（7） （2） （1） （5） （6）
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２．第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在するものの、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

　　 ３．第16期の株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

　　 ４．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（）内に外数で記載しております。

　　 ５．当社は、2018年11月１日付で普通株式１株につき100株、2019年９月１日付で普通株式１株につき２株の株

式分割を行っておりますが、第16期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株

当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 2018年２月 2019年２月 2020年２月 2021年２月 2022年２月

売上高 (千円) 1,712,148 2,446,808 3,045,353 4,363,516 4,123,174

経常利益 (千円) 126,594 363,737 391,407 589,931 441,790

当期純利益 (千円) 90,565 239,437 279,016 436,715 320,325

資本金 (千円) 95,050 236,546 316,468 325,946 337,501

発行済株式総数 (株)

普通株式

普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

16,000
A種優先株式

1,670
B種優先株式 4,127,800 4,278,700 4,354,500 4,446,900

2,200
合計

19,870

純資産額 (千円) 449,079 971,509 1,410,026 1,865,610 2,208,909

総資産額 (千円) 803,761 1,459,417 1,894,199 3,132,357 2,877,336

１株当たり純資産額 (円) 225.99 235.35 329.54 428.43 496.74

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
― ― ― ― ―
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益 (円) 45.58 60.07 66.20 101.48 73.04

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― 55.09 62.01 97.04 71.47

自己資本比率 (％) 55.9 66.6 74.4 59.6 76.8

自己資本利益率 (％) 22.4 33.7 23.4 26.7 15.7

株価収益率 (倍) ― 88.1 78.5 33.5 22.1

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数
（外、平均臨時雇用人員）

(名)
59 72 81 85 87

（7） （2） （1） （5） （6）

株主総利回り (％) － － 98.2 64.1 30.4
（比較指標：配当込みTOPIX）(％) （－） （－） （96.4） （121.8） （125.9）

最高株価 (円) ― 5,295
7,260

（18,650）
7,030 3,840

最低株価 (円) ― 5,150
3,765

（5,250）
3,220 1,408

 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第16期については、潜在株式が存在するものの、当社株

　　　　　式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

　　　３．第16期の株価収益率は当社株式が非上場であるため記載しておりません。

　　　４. 2018年11月１日付で普通株式１株につき100株、2019年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行

　　　　　っておりますが、第16期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期

　　　　　純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。
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　　　５．当社は、A種優先株主、B種優先株主の株式取得請求権の行使を受けたことにより、2018年７月24日付で全て

　　　　　のA種優先株式、B種優先株式を自己株式として取得し、対価として当該A種優先株主にA種優先株式１株につ

　　　　　き普通株式１株、当該B種優先株主にB種優先株式１株につき普通株式１株を交付しております。また、当社

　　　　　が取得したA種優先株式、B種優先株式については、株主価値の向上を図るため、2018年８月21日開催の取締

　　　　　役会決議に基づき、2018年９月３日付で会社法第178条に基づき消却しております。

　　 ６. １株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため、記載しておりません。

　　　７．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（）内に外数で記載しております。

　　　８. 第16期及び第17期の株主総利回り及び比較指標は、当社が2019年２月26日から東京証券取引所マザーズ市場

　　　　　に上場したため、記載しておりません。また、第18期は第17期を基準として算定しております。

　　　９. 最高株価及び最低株価は東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。ただし、当社株式は、2019

　　　　　年２月26日から東京証券取引所マザーズ市場に上場しており、それ以前の株価については該当事項はありま

　　　　　せん。また、当社は2019年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第18

　　　　　期の株価については株式分割後の最高株価及び最低株価を記載しており、（ ）内に株式分割前の最高株価及

　　　　　び最低株価を記載しております。
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２ 【沿革】

年月 概要

2005年１月 リックソフト有限会社を設立

2009年４月
有限会社から株式会社に組織変更
事業拡大のため、本社を東京都千代田区大手町に移転

2009年５月 Atlassian Pty Ltd.（注）とパートナー契約を締結

2012年５月 「WBS Gannt-Chart for Jira」販売開始

2013年５月 情報セキュリティマネジメントシステム「ISO27001」の認証を取得

2014年５月 RickCloud（Atlassian製品のクラウドサービス）のサービスを提供開始

2014年６月 Alfresco Software, Inc.とパートナー契約を締結

2015年12月 「Issue Editor for Jira（Excel-like Issue Editor）」販売開始

2016年１月
エイチ・エス・ディー有限会社を吸収合併
愛知県名古屋市に西日本支社を設立

2016年６月 「Alfresco connector for Jira」販売開始

2016年９月 「Alfresco connector for Confluence」販売開始

2016年12月 米国法人Ricksoft, Inc.設立（現：連結子会社）

2017年３月 Tableau Software, Inc.とパートナー契約を締結

2017年４月 「Excel-like Issue Editor for Jira」クラウド版　販売開始

2017年７月 クラウドサービスセキュリティ管理策のためのガイドライン「ISO27017」の認証を取得

2018年９月 Mattermost, Inc.とパートナー契約を締結

2019年２月 東京証券取引所マザーズ市場に上場

2019年４月 WhiteSource Ltdとパートナー契約を締結

2019年６月 Workato, Inc.とパートナー契約を締結

2019年６月 Alfresco戦略パートナーに昇格

2019年11月 Slack Technologies, Inc.とサービスパートナー契約を締結

2019年12月 「WBS Gannt-Chart for Jira」クラウド版　販売開始

2020年２月 Tricentis GmbHとパートナー契約を締結

2021年３月 ゴーツーラボ株式会社のアトラシアン製品販売における事業譲受

2021年５月
「Alfresco connector for Jira」「Alfresco connector for Confluence」Data Center版
販売開始

2021年６月 Scaled Agile,Inc.の Gold Partner に認定

2022年４月 東京証券取引所市場再編により、グロース市場に移行
 

（注）Atlassian Pty Ltd.は、オーストラリアのシドニーに本社を置くソフトウェア企業で、主にソフトウェア開発

　　　者を対象とした法人向けソフトウェアを開発しており、Atlassian Pty Ltd.の親会社であるAtlassian

　　　Corporation Plcは2015年12月10日（米国時間）にNASDAQに上場しています。
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３ 【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社(Ricksoft,Inc.)の計２社で構成されており、

「我々の技術・知識・ノウハウを最高に発揮し、お客様の価値向上と社会の発展に貢献します。」を経営理念として

掲げております。

　「お客様のビジネスがグローバルでも競争力を持つように、世界のビジネスシーンで活用されている優れたツール

を日本企業の方々にも使っていただきたい」という想いや「そこで得られたノウハウから生まれた自社開発ツールを

世界に向けて提供したい」という考えを持ち、調査・分析から設計・構築・稼働・運用に至る一連のサービスを提供

する「ツールソリューション事業」を主な事業として取り組んでおります。

　当社グループが販売するのは、Atlassian社を中心としたグローバルで評価の高いツール群です。販売するソフト

ウェアはそれぞれ様々な用途で使われますが、当社グループで最も販売実績のあるAtlassian社のソフトウェアは、主

にソフトウェア開発の工程管理や課題管理として使用されます。当社グループの顧客もAtlassian社の製品をソフト

ウェア開発で利用する企業が多くを占めておりますが、Atlassian社の製品の特徴の１つでもある操作性の良さから、

その用途はソフトウェア開発に留まっておらず、その他にも一般のプロジェクト管理のために導入される等、用途の

広がりをみせております。

　当社グループが提供するツールソリューション事業とは、単純に海外の便利なソフトウェアを仕入れ、それをその

まま国内の顧客にライセンス提供するのではなく、顧客の抱える問題・課題の解決や、顧客の要望・要求を満たすた

め、ソフトウェアとともに、利用環境の構築、ソフトウェアの機能追加（カスタマイズ）、ユーザー向けの研修など

様々なサービスと組み合わせて提供することを意味します。例えば、顧客にソフトウェアをカスタマイズしたいと

いった要望があればSI（注１）、利用環境を自社で管理できないといった課題があればクラウド、場合によってはそ

れらを組み合わせて顧客が最適な環境でビジネスに取り組めるようサービスを提供しております。

　当社グループでは、提供する製品・サービスの内容により、「ライセンス＆SIサービス」、「クラウドサービ

ス」、「自社ソフト開発」の３つに区分しております。

　なお、当社グループのセグメントはツールソリューション事業の単一事業であり、セグメント情報の記載を省略し

ております。

（１）区分別の製品・サービス内容は次のとおりであります。

①ライセンス＆SIサービス

　主にAtlassian社のソフトウェアの導入支援を行っており、お客様の課題解決のために提案からライセンス販

売、コンサルタントとしてのプロジェクト参画やSI、研修、運用支援（ヘルプデスクによる問い合わせ対応等）

まで包括的に行っております。

　主な収益モデルとしては、顧客の新規導入時にAtlassian社から当社がライセンスを仕入れ、顧客に対してライ

センス再販サービスを提供しております。また、翌年以降の更新時には、毎年保守費用が顧客に発生します。な

お、Atlassian社への支払いに関しては、Solutionパートナーランク（注２）に応じてディスカウントが適用され

ております。

また、SIサービスとして、以下に示すようなサービスを提供しています。
 

 

Fit&Gap分析
（注３）

設計 構築 稼働 運用

・お客様要件ヒアリング

・費用対効果の見積

・ワークフロー設計

・画面設計

・インストール

・各種カスタマイズ

・アドオン開発（注４）

・運用スクリプト開発

 （注５）

・システムテスト支援

・ドキュメント作成支援

・利用手順書作成支援

・本番移行後の技術支援

・ヘルプデスク

・研修サービス

　ユーザー向け研修

　管理者向け研修

・有償サポート
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②クラウドサービス

　当社グループで取り扱う製品の稼働環境としてのクラウド環境提供を、迅速に行っております。24時間365日対

応、取り扱い製品の専任技術者が運用管理するフルマネージドクラウドサービスとなっております。

　主な収益モデルとしては、当社のクラウドサービスを利用する顧客に対しては、ライセンス料に加えてクラウ

ド上の運用代行費用を受領しており、利用開始後は毎月売上を計上しております。

 取り扱っているサービスはRickCloudで、特長としては次の４点が挙げられます。

・スモールスタート（注６）から本格稼働まで対応が可能です。

・クラウドストレージ（注７）でデータを保護しています。

・サービス監視とリソース監視を行っています。

・標準的なセキュリティ対応を行っています。

③自社ソフト開発

　Atlassian製品の主力製品であるJiraやConfluenceへの拡張機能となるアドオン製品を自社開発し、Atlassian

Marketplaceにて販売しております。

　拡張機能とは、Atlassian製品の標準機能では実現できない機能を独自ソフトウェアにより実現することです。

「WBS Gantt-Chart for Jira」を例にしますと、Jiraの一覧表示では実現できないWBS(注８)やガントチャート

(注９)という機能をJiraに持たせることが可能になります。

　主な収益モデルとしては、新規購入時には製品毎の標準価格で販売し、翌年以降に更新された際は、毎年一定

の更新料を受領しております。なお、Atlassian Marketplaceの使用料として、Atlassian社に対して製品ごとに

決められた手数料を支払っております。

　2022年２月28日現在、「WBS Gantt-Chart for Jira」を含めた自社開発ソフトウェアは、国内のみならず海外

へも販売し、他の製品も含め魅力的な機能拡充を続けております。海外販売子会社であるRicksoft,Inc.も技術

チームと連携し、強力な海外ライバル製品に負けないよう、海外ユーザーが要望するUI/UX（注10）の改善に取り

組み、今後もユーザーの要望を取り込む方針で製品強化を行ってまいります。また、Jiraの「表形式での課題編

集機能をサポートしていない」という弱点を補うアドオンとして「Excel-like Issue Editor for Jira」を開発

し、表計算ソフトの課題管理に近い感覚でJiraの課題を編集することが可能となりました。

（２）当社グループ各社の事業と位置付けは次のとおりであります。

　当社グループにおいて、当社は東京、名古屋を拠点としてツールソリューション事業を行っており、Ricksoft,

Inc.は米国を拠点とし、開発したソフトウェアをAtlassian Marketplace経由にてグローバルに販売しております。

 

注１．SI（システムインテグレーション）

システムの導入に関して、分析から開発、運用に至るまでのサービスを指す。

注２．Solutionパートナーランク

Atlassian社がパートナーの認定技術者数等に応じて設定しているランクを指し、高いランクからプラチナ、

ゴールド、シルバーの３種類がある。ランク毎に充足が求められる認定技術者数等及び当社グループの状況

は以下のとおり。

 （2022年２月28日現在）

Solutionパートナーランク 求められる認定技術者数等 当社グループの状況
プラチナ 認定技術者：８名 認定技術者：24名
ゴールド 認定技術者：４名
シルバー 認定技術者：１名

 

注３．Fit&Gap分析

お客様の業務とツールの機能との適合部分（Fit）と乖離部分（Gap）を調べる作業で、追加開発が必要な機

能の洗い出しを実施すること。

注４．アドオン

ツールの機能を拡張する為のアプリケーションのこと。プログラミング言語により開発され、ファイルとし

て提供される。
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注５．運用スクリプト

ツールに簡易的な機能を追加するために記述するプログラムのこと。直接記述するだけですぐに動作すると

いう特徴がある。

注６．スモールスタート

小規模で運用を開始すること。

注７．クラウドストレージ

クラウド環境で管理されているデータ保存領域のこと。

注８．WBS（Work Breakdown Structure）

プロジェクトの各工程を担当者毎の作業レベルにまで分類し、木構造にまとめたもの。

注９．ガントチャート

プロジェクト管理で用いられる表の一種で、工程毎の計画と進捗が横棒によって表現されたもの。

注10．UI/UX

UIは、ユーザーインターフェイス（User Interface）の略で、コンピュータシステムあるいはコンピュータ

プログラムと人間（ユーザー）との間で情報をやり取りするための方法、操作、表示といった仕組みの総

称。UXは、ユーザーエクスペリエンス（User Experience）の略で、製品やサービスの利用を通じて得られる

体験の総称。

 

事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
(千米ドル)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社)      

Ricksoft, Inc.
米国
カリフォルニア州

100
ツ ー ル ソ
リューショ
ン事業

100.0
自社製品の開発・販売
役員の兼任　２名

 

(注) １．「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社ではありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 2022年２月28日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

全社(共通) 93(6)
 

(注) １．従業員は、就業人員であり、臨時従業員数（パート社員、派遣社員を含む）は、（　）内に外数で記載して

おります。

２．当社グループはツールソリューション事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略して

おります。

 
(2) 提出会社の状況

   2022年２月28日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

87（6） 39.2 4 6,077
 

(注) １．従業員は、就業人員であり、臨時従業員数（パート社員、派遣社員を含む）は、（　）内に外数で記載して

おります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社のセグメントはツールソリューション事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略

しております。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はありませ

ん。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営方針

　当社グループは、「価値ある道具（ツール）を世界中の多くの人が使えるようにすること」を企業使命とし

ております。

　「価値ある道具（ツール）」を活用することで、新しい働き方や組織の生産性を向上させることができ、時

間や場所の制約も緩和し、組織に俊敏さをもたらすことができます。

　この企業使命を実現するために、自分たちの技術・知識・ノウハウを最高に発揮し、お客様の価値向上と社

会の発展に貢献する企業を目指してまいります。

 
(2) 中長期的な経営戦略等

　当社グループの事業ドメインを「価値ある道具（ツール）の提供」と定義し、この事業ドメインを突き詰め

ていきます。

　この事業ドメインを広義に解釈すると、大手ソフトウェアベンダーや技術系商社、そしてオープンソース

（注１）など多くのプレイヤーが存在します。

　これらのプレイヤーと同じ価値をお客様へ提供しても当社グループの存在価値が薄れるという考えより、国

内では以下の差別化戦略を取っております。

・他プレイヤーが提供できない価値

　海外で評価の高い道具（ツール）を輸入し国内向けに販売する場合、取扱製品は同様であるため、差別化し

にくい状況となります。

　しかし、海外で評価が高いということは、その理由があるはずです。技術者集団から生まれた当社グループ

は、その理由の本質を理解し、顧客が抱える課題を解決します。また、日本顧客向けに追加機能をクラウド

サービスとして開発し他プレイヤーが提供できない価値をお客様へ提供します。

・既存顧客向け価値

　当社の顧客は大企業が中心となっておりますが、当社のこれまでの戦略として、最初は一部署等の小規模組

織に導入を促し、当該部署での成功体験を足掛かりとして、他部署への導入や、全社的な標準ツールとしての

採用等の横展開を進めてまいりました。大企業においては、ひとたびプロジェクト管理ツールを導入すると、

当該ツール上で数千規模のプロジェクトが管理されることとなるため、簡単にはリプレイスすることができ

ず、継続率が高いという傾向があります。

　今後においても、当社グループの豊富な製品ラインナップや業務改善ノウハウを背景として、大企業を中心

に既存顧客の更なる開拓に取り組んでまいります。

・潜在顧客向け価値

　海外には国内に知られていない道具（ツール）が多くあります。もしそれらの道具（ツール）が国内にあっ

たらすぐにでも使いたいと言うであろう顧客を、国内の潜在顧客と定義します。当社グループは潜在顧客を

ターゲットとして海外から先進的な道具（ツール）を国内へ提供します。

　もし海外にも存在しない場合は潜在的要望の可能性を検討し、チャンスがあると判断した場合は道具（ツー

ル）を自ら開発します。

 
　当社グループでは海外展開も実施しており、日本を除いた全ての国を市場としたグローバル市場に対し以下

の戦略を取っております。

・Atlassianエコシステムなど慣れた市場から攻める

　日本を除いたグローバル市場では国内市場とは異なる営業戦略や商品戦略が必要です。つまり、対象とする

市場に対する知識、ノウハウが無いと全く戦えません。
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　当社グループはアジアパシフィック地域（注２）においてAtlassian社のパートナーランキング上位をキープ

しており、Atlassian社に関連する市場（以下、Atlassianエコシステムと記載する）に詳しく、Atlassianエコ

システムではリックソフトという名前が良く知られています。この有利な状況を利用し、Atlassianエコシステ

ムから自社開発ソフトウェア製品（ツール）を海外展開する戦略をとってまいります。

 
(3) 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　「価値ある道具（ツール）」は、お客様が対価を支払っても欲しいものと考えます。

　したがって、ツールであるソフトウェアに係るライセンス販売、ツールの環境構築、カスタマイズ、運用支

援等のSI、ツールの稼働環境を提供するクラウドサービス、ツールのアドオン製品を提供する自社ソフト開発

等から構成される、「売上高」を重要な指標と位置付けております。

　そして、「ツールソリューション事業」の拡大を推進し、継続的な成長及び企業価値の向上を実現していく

上で利益を確保することは重要であり、「顧客数」「認定技術者数」及び「営業利益」を重要な指標と考えて

おります。

 
　(4) 経営環境

　昨今のデジタルトランスフォーメーション（注３）の流れの中で、製造業、金融・保険業、そして卸売・小

売業など多くの業種にAI（注４）、IoT（注５）、AR/VR（注６）という新技術の波が押し寄せております。こ

の流れの中で、このような新技術のソフトウェア開発においては、従来のウォーターフォール型開発（ソフト

ウェア開発にあたり、要件定義、設計、実装、テスト、リリースまでのサイクルを一回で行う開発手法。サイ

クルは一年以上に及ぶケースが多い。）から、アジャイル型開発（要件定義、設計、実装、テストのサイクル

を短く設定し、市場環境の変化を受けて要件定義を柔軟に変更する前提で順次開発する手法。サイクルは通常

２週間程度。）へと、ソフトウェア開発手法のトレンドが変化しつつあります。ウォーターフォール型開発に

おいては、開発開始から開発完了までの作業工程を最初に確定できるため、要件定義が変わらない前提におい

ては効率的な開発が可能となりますが、新技術の開発という領域においては、ライバル製品の出現等、市場環

境の変化のスピードが速いため、ウォーターフォール型開発では開発したソフトウェアの競争力が損なわれる

恐れがあります。これに対応する開発手法がアジャイル開発であり、敢えてサイクルを短く設定することに

よって、市場環境に応じた臨機応変な開発を可能とするものであります。また、短いサイクルで臨機応変に開

発を進めていくアジャイル開発が更に発展した概念として、開発チームだけではなく運用チームまで巻き込ん

で組織的にPDCAサイクルを回していくDevOpsという概念も、近年広がっております。

　当社グループが主に取り扱うAtlassian製品は、アジャイル開発やDevOpsを支える管理ツールであります。

　また、日本国内における先進的なツール導入は海外に対して遅れており、調査会社の調査によると、日本に

おけるアジャイル開発の浸透は、海外と比較して５年程度のタイムラグがあるものと推察され、アジャイル開

発が国内に浸透していく流れの中で、国内におけるAtlassian社のソフトウェア導入は今後も進展していくもの

と認識しております。
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(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社グループは継続的な成長を目指すため、対処すべき課題を以下のとおり設け、その実現のための施策を

実施してまいります。

①事業基盤の強化、優秀人材の確保

　会社の全体的な収益拡大を行うために、Atlassian製品及びAlfresco製品やWorkato製品などAtlassian製品

以外の先進的ツールの活用を促すことのできる優秀な営業部員、開発やコンサルティングを担うことのでき

る高い技術力を伴う人材（プリセールスSE）の確保が必要となっております。また、自社ソフト開発業務の

製品ラインナップを拡充対応できるマネージャークラスの人材は拡大を進めていますが、これまでどおり開

発要員も必要となっております。クラウドサービス業務に関しては、市場の規模拡大に伴い、RickCloudに対

するお客様からの引き合いも継続して増加しているため、当社内のクラウドシステム構築の経験・スキルは

今まで以上に必要となってきました。

　人材の確保につきましては、各種採用広告媒体やWebでのコミュニケーションツールを利用しながら引き続

き、新卒者・中途採用者の募集活動と獲得を行ってまいります。

　当社は、2020年３月より「等級・評価・賃金」の三本柱を中心に新人事制度の運用をスタートさせまし

た。公平公正な評価、外部環境を意識した賃金体系の整備と見える化を実施することにより、従業員のモチ

ベーションアップが事業の成長につながることと確信しております。また、事業の安定化とお客様からの信

頼度を高めることを兼ね、認定資格（「Atlassian Certified Professional（ACP）」、「Alfresco

Certified Engineer（ACE）」をはじめAWS等）の取得については、さらなる認定者数のアップに努めます。

その他、要員規模の拡大に伴い法令対応してきた、産業医・衛生委員会の設置、メンタルヘルス対策をはじ

め、コロナ禍においても適切な対策を施し従業員が安心して働ける健康的・衛生的な職場環境を築いてまい

ります。

 
②海外での売上拡大に向けてのマーケティング強化とブランド力の向上

　自社ソフト開発業務に関しては、日本のみならず海外への売上拡大も見据えた製品開発（各種言語に対応

等）を行っています。海外のライバル会社に負けない製品を開発するためクラウド技術とUI/UX力を強化させ

てまいります。海外子会社は当社の製品を「価値あるツール」として世界に広めるというブランド力の向上

も担っております。

 
③収益基盤の多様化

　当社グループは、Atlassian関連事業に特化し、Atlassianの担うプロジェクト管理ツール・コミュニケー

ションツール市場の拡大するビジネススタイルを着実に浸透させ、今日の成長につなげてまいりました。同

市場への依存度は当面の間高水準で推移していくと予測されます。従って、Atlassianの担う同市場に変化が

生じた場合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。中長期的にはAtlassian製品以外

（Alfresco製品、Workato製品等）の先進的なツールの売上を高めていく必要があると考えております。ま

た、市場が拡大し、お客様からの要望が高まるクラウドサービス業務や自社ソフト開発業務については、

益々力を入れていきます。

 
④経営管理体制の強化

　当社グループは、市場動向、競合企業、顧客ニーズ等の変化に対して素早くかつ柔軟な対応が可能な組織

運営をするため、経営管理体制のさらなる強化を図ってまいります。また、企業価値を継続的に向上させる

ため、内部統制の構築、セキュリティ対策の強化、企業コンプライアンスなど全役員・従業員が高いレベル

の意識を持って取り組めるように努めてまいります。
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注１．オープンソース

ソフトウェアのソースコード（プログラミング言語で書かれた文字）を公開して、自由に改良・再配布がで

きるようにしたソフトウェアのこと。

注２．アジアパシフィック地域

アジアから太平洋にかけての地域である。その範囲は曖昧だが、おおよそ、東北アジア・東南アジア・南ア

ジアとオセアニアを合わせた地域を表すことが多い。また、Atlassianが定義した地域として他にはAMER（ア

メリカ）とEMEA（ヨーロッパ）がある。

注３．デジタルトランスフォーメーション

2004年にスウェーデンのウメオ大学のエリック・ストルターマン教授が提唱した概念で、「ITの浸透が、

人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること」。IoT、AI（人工知能）、ビッグデータ・アナリ

ティクス（解析）など、デジタル技術を活用することで、新しい製品やサービス、新しいビジネスモデルを

通じて価値を創出し、競争上の優位性を確立すること。

　注４．AI

人工知能（artificial intelligence）。人工的にコンピューター上などで人間と同様の知能を実現させよう

という試み、あるいはそのための一連の基礎技術を指す。

注５．IoT

モノのインターネット（Internet of Things）。センサーやデバイスといった「モノ」がインターネットを

通じてクラウドやサーバーに接続され、情報交換することにより相互に制御する仕組み。

注６．AR/VR

ARとは「拡張現実感」「Augmented Reality（オーグメンテッドリアリティ）」のことで、周囲を取り巻く現

実環境に、情報を付加・削除・強調・減衰させることによって、人から見た現実世界を拡張するものと定義

されている。

VRとは「Virtual Reality（バーチャルリアリティ）」のことで、「表面上は現実ではないけれど、その本質

的な部分では現実」という意味で、実体験に限りなく近い体験を得ることができる。
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２ 【事業等のリスク】

当社グループの事業において、リスクの要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。ま

た、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えられる事項に

ついては、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。

なお、文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであり、不確実

性を内包しているため、実際の結果とは異なる可能性があります。

　

(1) 事業環境に関するリスク

①　IT投資動向の変化について

　　当社グループのビジネスは、企業を主要顧客としております。これまで、顧客企業のIT投資意欲の上昇を背景とし

て、事業を拡大してまいりました。しかし、今後、国内外の経済情勢や景気動向等の理由により、顧客企業のIT投資

意欲が減退するような場合には、新規顧客の開拓の低迷や既存顧客からの受注の減少等から、当社グループの財政状

態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　　当該リスクに対しては、事業・顧客・地域（国内・海外も含め）の分散を図り、引き続き価値のある開発、改良を

行い、お客様にとって付加価値の高いサービスを提供し続けることでリスクの低減に努めてまいります。

②　競合について

　　当社グループは、大手・中小を問わず競合企業が存在しております。また、海外には類似製品が存在しておりま

す。そのため、競合他社の技術力やサービスの向上、海外の類似製品の日本国内への市場参入により競争が激化する

ような場合には、当社グループが提案している営業案件の失注や製品販売及びサービス提供の契約の減少等により、

当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　　当該リスクに対しては、引き続き顧客のニーズを汲んだ製品・サービスの提供を進める方針であります。ソフト

ウェア業界は、技術革新のスピードや顧客ニーズの変化が激しく、新しいサービスが逐次生み出されている中、当社

も技術革新及び顧客ニーズの変化に対応すべく、積極的に最新情報の蓄積、分析及び当社への導入に取り組んでおり

ます。

③　「Atlassian」への依存について

　　当社グループのツールソリューション事業の大部分は、「Atlassian製品」を中心とした製品販売及びサービス提

供であります。従いまして、当社グループの成長は「Atlassian製品」の市場の拡大に対し、大きく依存しておりま

す。また、当連結会計年度における仕入高に対するAtlassian Pty Ltd.の占める割合は85.0％となっております。な

お、当社グループはAtlassian社と「Atlassian製品」のライセンス販売に係るパートナー契約を締結しております。

（契約内容は、［経営上の重要な契約等］を参照ください。）当該契約における解除条項は、90日前までに書面で通

知する、又は重大な違反があった場合と定められておりますが、同社との関係は良好であり、当該パートナー契約の

解除事由に該当する事項は現時点では発生しておりません。こうした現状を踏まえ、「Atlassian製品」以外のツー

ルの提供（Alfresco、Workato等）といった新たな事業展開に努めておりますが、競合製品の登場、製品・サービス

の陳腐化などによる競争力の低下により「Atlassian製品」の市場規模が縮小するような場合や、Atlassian社の経営

戦略あるいは取引条件に変更があるような場合、同社とのパートナー契約の解除事由に抵触し契約解除された場合に

は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　　当該リスクに対しては、引き続きAtlassian製品以外のツール提供（Alfresco、Workato等）の比率を高めてまいり

ます。

④　技術革新及び顧客ニーズの変化への対応について

　　当社グループが属するIT業界においては新技術の開発及びそれに基づく新商品の導入が頻繁に行われており、顧客

ニーズの変化を含め、非常に変化の激しい業界となっております。そのため当社グループは、新技術や新製品を常に

注視し、顧客ニーズの深い理解とその変化に対応するよう取り組んでおりますが、何らかの理由でこれらの対応が遅

れた場合、当社グループが提供するサービスの競争力が低下する可能性があります。また、これらの対応のため予定

していない投資が必要となった場合、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　　当該リスクに対しては、最新の技術動向や環境変化を常に把握できる体制を構築するだけではなく、優秀な人材の

確保及び教育等により技術革新や顧客ニーズの変化に迅速に対応できるよう努めてまいります。
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⑤　海外での事業展開について

　　当社グループは、グローバルでの事業展開が重要であると考えており、米国に子会社を設立し、自社ソフトのマー

ケティング活動を行っております。さらに、開発に関しても子会社の分掌にすることから、適切な組織規模や人員配

置等により、事業の拡大を図る方針でありますが、当社グループの想定どおりに事業展開が進まなかった場合には、

当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　　当該リスクに対しては、当該事業の進捗や課題の状況を定期的に把握・管理することでリスクの低減に努めており

ます。

⑥　M&A、資本業務提携について

　　当社グループでは、自社の成長をより加速させるために、M&A、資本業務提携等を実施してまいります。M&A、資本

業務提携等について、対象企業の財務内容や契約関係等についての詳細な事前審査を行い、十分にリスクを検討した

上で実施しておりますが、時期や発生可能性は不明であるものの、対象企業における偶発債務の発生や未認識債務の

判明など事前の調査によっても把握できなかった問題が生じた場合や、事業展開が計画どおりに進まない場合、投下

資本の回収が困難になる可能性があります。

　　当該リスクに対しては、投資前のデューデリジェンスの徹底及び事業計画の合理性の十分な検討を行うことで対応

してまいります。

 
(2) 事業体制に関するリスク

①　人材の確保・育成について、並びに技術認定資格者確保について

　　当社グループは、今後も事業拡大を進めていくにあたり、エンジニアを中心に営業を含めた優秀な人材を確保する

とともに、人材の育成が重要な課題であると認識しております。またAtlassianをはじめ、取扱う各ツールにおける

パートナーランク維持のため、認定技術者（専門試験の資格取得）の人数確保についても重要な指標と捉えておりま

す。これらに関して、当社グループは採用活動及び研修体制の充実等により人材流出の防止、資格保有者数の確保に

努めております。しかしながら、必要とする人材の安定的な確保が出来なかった場合は、当社グループの財政状態及

び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　　当該リスクに対しては、積極的な採用活動を継続するほか、働き方改革の推進に継続的に取り組み、従業員の定着

率向上に努めております。

②　外注先の確保について

　　当社グループのツールソリューション事業において、必要に応じて、システムの設計・構築、保守・運用等につい

て協力会社に外注しております。現状では、有力な協力会社と長期的かつ安定的な取引関係を保っておりますが、協

力会社において技術力及び技術者数が確保できない場合及び外注コストが高騰した場合には、サービスの円滑な提供

及び積極的な受注活動が阻害され、当社グループの財務状況及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

③　情報管理体制について

　　当社グループは、業務に関連して多数の顧客企業の情報資産を取り扱っております。情報セキュリティ基本方針を

策定し、役職員及び協力会社に対して情報セキュリティに関する教育研修を実施しているほか、ISO27001、ISO27017

の認証を取得するなど、情報管理体制の強化に努めております。しかしながら、何らかの理由により重要な情報資産

が外部に漏洩するような場合には、当社グループの社会的信用の失墜、損害賠償責任の発生等により、当社グループ

の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　　当該リスクに対しては、外部での事例等を取込んだ内容により従業員（協力会社要員含む）教育を強化するととも

に、担当からの発信機会と従業員へ情報管理の重要性確認の機会を増やし、未然防止策を実施しております。

④　特定人物への依存について

　　当社グループにおいて、創業者である代表取締役大貫浩は、当社グループの経営方針及び事業戦略を決定するとと

もに、ビジネスモデルの構築から事業化に至るまで重要な役割を果たしております。また、今後も当社グループの業

務全般においては、同氏の経営手腕に依存する部分が大きいと考えられます。当社グループでは、取締役会等の重要

な会議において役員及び部長の情報共有や経営組織の強化等により、同氏に過度に依存しない経営体制の整備を進め

ておりますが、何らかの理由により同氏が業務執行を継続することが困難となった場合には、当社グループの財政状

態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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(3) その他のリスク

①　経営計画と経営成績との乖離について

　　当社グループは、受注したライセンス金額やプロジェクトの規模や内容が予想と大きく乖離し、又は納入時期が変

更等となって売上・収益の計上が翌四半期あるいは翌連結会計年度に期ずれする場合があります。売上・収益の計上

時期の変更や期ずれした金額の大きさによっては各四半期あるいは連結会計年度において当社グループの経営計画と

経営成績に乖離が生じる可能性があります

②　システムトラブルについて

　　当社グループの事業は、インターネットを経由して行われております。従いまして、インターネットに接続するた

めの通信ネットワークに依存しております。アクセス数の急激な増加に伴う負荷の増加や外部からのサイバー攻撃、

自然災害及び事故などによる予期しえないトラブルが発生し、大規模なシステム障害が起こるような場合には、当社

グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　　当該リスクに対しては、安定的なサービス提供のため、サーバー設備やセキュリティの強化等のシステム管理体制

の整備を行っております。

③　自然災害について

　　地震、火災等の自然災害や、戦争、テロ、感染症の流行（パンデミック）等により、当社グループにおいて人的被

害又は物的被害が生じた場合、又は、外部通信インフラ、コンピュータネットワークに障害が生じた場合等の事由に

よって当社グループの業務の遂行に支障が生じた場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。

　　当該リスクに対しては、上述のような災害等が発生した場合の事業への影響を最小限に留めるため、事業継続計画

（BCP）を策定しております。有事の際の影響を最小限に留めるよう努めております。

④　配当政策について

　　当社グループは、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして位置づけており、事業基盤の整備状況や事

業展開の状況、業績や財政状態等を総合的に勘案し、配当を検討したいと考えております。当社グループは、当面は

内部留保の充実を図り、更なる成長に向けた事業の拡充や組織体制、システム環境の整備への投資等の財源として有

効活用することが、株主に対する最大の利益還元に繋がると考えております。このことから、創業以来配当は実施し

ておらず、今後においては、事業基盤の整備状況や事業展開の状況、経営成績や財政状態等を総合的に勘案し、配当

を検討したいと考えておりますが、現時点において配当実施の可能性及びその実施時期等については未定でありま

す。

⑤　資金使途について

　　当社の公募増資による調達資金の使途については、今後の事業拡大に向けた人員採用費、人件費、既存製品改善及

び新製品開発のための研究開発費、基幹システム構築のための設備投資資金に充当する予定であります。しかしなが

ら、経営環境等の急激な変化により上記の資金使途が想定どおりの成果をあげられない可能性があります。

⑥　新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

　　当社グループは、当社グループの役員及び従業員に対するインセンティブを目的として、新株予約権を付与してお

り、本書提出日現在における発行済株式総数に対する潜在株式数の割合は1.7％となっております。これらの新株予

約権が行使された場合には、当社株式が新たに発行され、既存の株主が有する株式の価値及び議決権割合が希薄化す

る可能性があります。

⑦　新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の感染拡大によるリスク

　　新型コロナウィルス感染症拡大が続いており、収束の時期や感染拡大による影響が見通せないため、先行きは不透

明な状況にあります。当社グループにおいては、対面での営業活動が制限されるなどの影響により、案件開始時期の

遅れや新規案件獲得の機会損失につながっており感染の拡大等により、経済環境への影響が生じた場合には、当社の

業績に影響を及ぼす可能性があります。

　　当社グループについては、従業員の感染防止対策として在宅勤務の実施、時差出勤、マスク着用の徹底などを実施

し感染予防に努めております。また、Webミーティングの活用を推進し、感染リスクを徹底したうえで事業活動を継

続できる対策を実施しております。

EDINET提出書類

リックソフト株式会社(E34633)

有価証券報告書

16/88



 

 

３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ(当社、連結子会社)の財政状況、経営成績及びキャッシュ・フロー(以下、

「経営成績等」という。)の状況の概要は次のとおりであります。

 
① 経営成績の状況

当連結会計年度における我が国経済は、緊急事態宣言等に伴う行動制限や自粛による経済社会活動の抑制に加

え、2020年秋以降に顕在化した半導体不足、2021年夏の東南アジアでの感染拡大に伴う部品供給不足などの供給

制約が輸出や個人消費の足かせとなり、2021年９月まで景気回復は緩やかにとどまりました。他方、全ての都道

府県で緊急事態宣言等が解除された10月以降、経済社会活動の水準が段階的に引上げられ、景気は持ち直しの動

きがみられています。上場企業の2021年４-12月期の決算をみると、純利益は製造業、非製造業ともに前年比で増

益となりました。世界経済に目を向けると、アメリカの2021年10-12月期の実質GDP成長率は、在庫投資が大きく

寄与し前期比6.9%増となり市場予想を上回りました。他方、中国においては不動産投資の停滞及びゼロコロナ政

策に伴う行動制限による経済活動の抑制もあり、2021年の実質GDP成長率は前年比8.1％となったものの四半期別

では、2021年第４四半期の成長率は4.0％にとどまり、第３四半期に比べ伸びが鈍化しました。また、ユーロ圏に

おいても新型コロナウイルスの感染拡大やエネルギー価格上昇による消費の減速、供給制約による自動車生産の

回復遅れも加わり、前期比0.3％と市場予想より下振れしました。今後もオミクロン変異株の出現により新規感染

者数が急増し、その結果、景気が下振れするリスクがあります。さらに、米国長期金利の上昇に伴う資産価格の

過度な調整、不良債権増加を起因とした中国経済の失速、ロシアのウクライナ侵攻に伴う世界経済への影響など

のリスクもあります。このため引き続き金融資本市場の変動等の影響を注意深く見守る必要があります。

　当社グループが属する情報サービス分野におきましては、企業価値や競争力向上のための「DX（デジタル・ト

ランスフォーメーション）」推進の流れが継続しており、政府によりデジタル庁設立も相まって、IoT、クラウ

ド、RPA（Robotic Process Automation、ロボットによる業務の自動化）、FinTechなどの先端技術を活用したIT

投資の需要が引き続き堅調に推移しました。コロナ禍においてDXが急激に進み、企業ではリモートワーク・非接

触・クラウド・モビリティー・AI/ML・サイバーセキュリティーなどの新たな動きや行動の変化が定着しました。

このような変化を受け、企業は新たなビジネスモデルや競争優位性の確立のためにさらなる変革に取り組む可能

性が高くなります。このようなビジネスの柔軟性と効率の向上に対するニーズの高まりと関連して、次世代のイ

ンフラやソフトウェア開発の革新などがITトレンドとなり、リアルタイムデータの収集やクラウド活用のため

に、スピードやスケーラブルな柔軟性を持ったインフラに対する需要は高まると予想されます。

このような状況の中で当社グループは、顧客ニーズや企業意識の変化による、問題や不安の解決に対して製品

やサービスの可能性を新たな形にし、発信してまいりました。これらの利用状況は、順調に推移しております。

＜製品について＞

・NTTコミュニケーションズ株式会社が提供する次世代インターコネクトサービス「Flexible InterConnect」

　と、リックソフトが提供するフルマネージドのサービス「RickCloud」を連携し、セキュアな環境で

　Atlassian製品を中心とするリックソフトが提供するツールをご利用いただけるサービスの提供を開始

　（2021年７月）

・TableauでJira SoftwareやConfluenceに蓄積するデータを収集・可視化するアプリ「Cadre（カドレ）」を

　リリース（2021年９月）

・DXソリューションを提供するプラットフォーム「D-Accel」の第一弾として、簡単に業務効率化を実現できる

　「ぽちっと DX」をリリース（2021年９月）

＜パートナー認定について＞

・Scaled Agile, Inc.のパートナー認定制度のうち「Transformation Partners」カテゴリにおいて、Gold

　Partnerに認定（2021年６月）

・子会社であるRicksoft, Inc.が、Atlassian社の「Marketplace Partner Program」において、Gold Partner

　へ昇格（2021年８月）。その後、Platinum Partnerへ昇格（2022年２月）

＜業務提携について＞

・TDCソフト株式会社と、ビジネスアジリティの分野で世界をリードするフレームワーク『Scaled Agile

　　Framework』に関連したビジネス展開において、業務提携契約に向けて基本合意（2021年５月）

・株式会社BlueMemeと、ローコード向けのアジャイル管理ツールの共同開発に関する基本合意書を締結
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　　 （2021年10月） 

また、社内においてもDXの推進、働き方改革の実施により、さらなる生産性の向上、コストダウン等を目指

し、情勢に順応した社内改革を推し進めております。この取り組みが評価され、2021年10月に経済産業省が定め

るDX認定制度に基づく「DX認定事業者」に認定されました。今後も全役職員が一丸となり、既存顧客の深耕と新

規顧客の獲得による受注拡大に加えDXの推進を図ってまいります。

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高4,308,223千円（前連結会計年度比2.8％減）、営業利益437,485

千円（同27.3％減）、経常利益450,242千円（同25.1％減）、親会社株主に帰属する当期純利益326,934千円（同

26.7％減）となりました。

なお、当社グループはツールソリューション事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略

しております。

 
② 財政状態の状況

（資産）

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ236,689千円減少し、2,932,229千円（前連結会

計年度比7.5％減）となりました。主な要因は、売掛金が407,476千円減少した一方で、現金及び預金が144,888千

円増加したことによります。

 
（負債）

当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末に比べ590,940千円減少し、677,034千円（前連結会計年

度比46.6％減）となりました。主な要因は、買掛金が407,825千円、未払法人税等が86,491千円減少したことによ

ります。

 
（純資産）

当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べ354,250千円増加し、2,255,194千円（前連結会

計年度比18.6％増）となりました。主な要因は、親会社株主に帰属する当期純利益の計上により利益剰余金が

326,934千円増加したことによります。

 
③ キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前期末と比べ144,888千円増加し2,088,910千円

（前連結会計年度比7.5％増）となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであり

ます。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動の結果、収入は161,142千円（前連結会計年度比66.3％減）となりました。こ

れは主に、税金等調整前当期純利益450,242千円及び売上債権の減少410,202千円があった一方で、仕入債務の減

少409,047千円、未払消費税等の減少85,576千円及び法人税等の支払額201,431千円があったこと等によるもので

あります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動の結果、支出は46,793千円（前連結会計年度比459.7％増）となりました。こ

れは主に、有形固定資産の取得による支出51,131千円があったこと等によるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動の結果、収入は22,743千円（前連結会計年度比21.9％増）となりました。こ

れは主に、新株予約権の行使による株式の発行による収入が22,869千円があったことによるものであります。
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④ 生産、受注及び販売の状況

a.生産実績

　当社グループで行う事業は、提供するサービスの性格上、生産実績の記載になじまないため、当該記載を省

略しております。

 

b.受注実績

　当連結会計年度における受注実績をサービスごとに示すと、以下のとおりであります。

サービスの名称 受注高(千円) 前年同期比（％） 受注残高(千円) 前年同期比（％）

ライセンス＆SIサービス 3,717,929 96.3  113,215 140.2

クラウドサービス 300,494  93.9  142,430  94.3

自社ソフト開発 313,652 118.4 － －

合計  4,332,076  97.4 255,645 110.3
 

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

c.販売実績

　当連結会計年度における販売実績をサービスごとに示すと、以下のとおりであります。

サービスの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

ライセンス＆SIサービス  3,685,460 95.2

クラウドサービス 309,110 104.4

自社ソフト開発 313,652 118.4

合計 4,308,223 97.2
 

(注) １．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

 

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(千円) 割合（％） 販売高(千円) 割合（％）

株式会社デンソー 449,143 10.1 － －
 

２．ライセンス＆SIサービスに含まれるライセンス売上は、3,130,338千円（前年同期比93.8％）であります。

３．上記金額には消費税等は含まれておりません。

４．当連結会計年度は当該割合が10％未満であるため、記載を省略しております。
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

当社グループの財政状況、経営成績及びキャッシュ・フローの状況分析は、以下のとおりです。なお、文中の将

来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

① 重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。連結財務諸表の作成に当たっては、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費

用の報告数値に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、過去の実績などを勘案して合理的な見積りを

行っておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は、これらの見積りと異なる場合がありま

す。

　連結財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものはありません。

 
② 当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

a.経営成績

（売上高）

売上高は、前連結会計年度に比べ122,783千円減少し、4,308,223千円（前連結会計年度比2.8％減）となりま

した。これは主に、前期に大口の複数年ライセンス販売が多く発生したことによる反動減によるものでありま

す。

 
（売上原価）

売上原価は、前連結会計年度に比べ89,104千円減少し、2,779,301千円（前連結会計年度比3.1％減）となりま

した。これは主に、売上減少に伴うライセンス仕入の減少によるものであります。この結果、売上総利益は

1,528,921千円（前連結会計年度比2.2％減）となりました。

 
（販売費及び一般管理費、営業利益）

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ130,710千円増加し、1,091,436千円（前連結会計年度比

13.6％増）となりました。これは主に、研究開発費の増加によるものであります。この結果、営業利益は

437,485千円（前連結会計年度比27.3％減）となりました。

 
（営業外収益、営業外費用、経常利益）

営業外収益は主に販売奨励金及び為替差益の増加により、前連結会計年度に比べ11,803千円増加し、12,987千

円（前連結会計年度比996.6％増）、営業外費用は主に為替差損の減少により、前連結会計年度に比べ1,440千円

減少し、230千円（前連結会計年度比86.2％減）となりました。この結果、経常利益は450,242千円（前連結会計

年度比25.1％減）となりました。

 
（特別損益、親会社株主に帰属する当期純利益）

特別損益については、該当事項はありません。法人税、住民税及び事業税116,845千円の計上により、親会社

株主に帰属する当期純利益は326,934千円（前連結会計年度比26.7％減）となりました。

 
b.財政状態

財政状態の状況の分析については、「第２ 事業の状況 ３ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析 (1)経営成績等の状況の概要 ②財政状態の状況」をご参照ください。

 
③ キャッシュ・フローの分析

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因については、「第２ 事業の状況 ３ 経営者による財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1)経営成績等の状況の概要 ③キャッシュ・フローの状況」をご参照

ください。
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④ 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの主な資金需要は、ライセンス仕入高等、労務費、経費並びに販売費及び一般管理費等の運転資

金となります。これらにつきましては、基本的に営業活動によるキャッシュ・フローや自己資金で対応していく

こととしております。なお、現在の現金及び現金同等物の残高、営業活動から得る現金及び現金同等物の水準に

ついては、当面事業を継続していくうえで十分な流動性を確保しているものと考えております。

 
⑤ 経営成績に重要な影響を与える要因について

 当社グループは「第２ 事業の状況 ２ 事業等のリスク」に記載のとおり、事業環境、事業内容等、様々な

リスク要因が当社グループの経営成績に重要な影響を与える可能性があると認識しております。

 そのため、当社グループは常に業界動向に留意しつつ、優秀な人材を確保し市場のニーズに合ったサービスを

展開していくことにより、経営成績に重要な影響を与えるリスク要因を分散・低減し、適切に対応を行ってまい

ります。

 

⑥ 経営者の問題認識と今後の方針について

 当社グループが今後の業容を拡大し、より良いサービスを継続的に展開していくために、経営者は「第２ 事

業の状況 １ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載の様々な課題に対処していくことが必要である

と認識しております。それらの課題に対応するために、経営者は、常に外部環境の構造やその変化に関する情報

の入手及び分析を行い、現在及び将来における事業環境を確認し、その間の課題を認識すると同時に最適な解決

策を実施していく方針であります。
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４ 【経営上の重要な契約等】

(1) ツールソリューション事業に関する契約

 

契約会社名 相手方の名称 相手先の所在地 契約内容 契約期間

リックソフト株式会社 Atlassian Pty Ltd. 豪州
Atlassian製品の
ライセンス販売

2022年２月１日から
2023年１月31日まで
（以後１年毎の自動更新）

 

 

５ 【研究開発活動】

当社グループは、Atlassianアプリケーション用のアドオンソフトを中心に自社開発ソフトウェアの研究開発に取

り組んでおります。

 
当社グループの研究開発活動として、主に自社開発ソフトウェア（以下、本ソフトウェア）の開発及びその改良

を行っております。本ソフトウェアは、当初国内ユーザー向けに開発されましたが、ユーザーインターフェースを

英語に対応し、英語圏の海外ユーザーを増やしてきました。それにより現在では、国内ユーザーより海外ユーザー

が多い状況となっています。このユーザー層の変化に追従するため、海外ユーザーから強く要望されるUI（ユー

ザーインターフェース）/UX（ユーザーエクスペリエンス）の改良開発、日本語と英語以外の言語対応を行い、より

多くの海外ユーザーに使ってもらえるよう対応を図っております。

　当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は139,745千円であります。

なお、当社グループはツールソリューション事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略し

ております。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資額は49,823千円で、建物28,621千円、工具、器具及び備品21,201千円でありま

す。これは主に、本社レイアウト変更に伴う設備工事及び備品、業務用パソコンの取得によるものであります。な

お、重要な設備の除却、売却等はありません。

なお、当社グループはツールソリューション事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略し

ております。

 
２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

     2022年２月28日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
工具・器具
及び備品

ソフトウェア 合計

本社
(東京都千代田区)

本社設備及び
開発設備

 59,004 26,138 703  85,846 79(5)

西日本支社(愛知県
名古屋市中村区)

支社設備及び
開発設備

4,914 1,172 － 6,086 8(1)

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（）内に外数で記載しております。

４．本社及び西日本支社の建物を賃借しております。年間賃料はそれぞれ46,898千円及び7,432千円でありま

す。

５．当社はツールソリューション事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

 

(2) 在外子会社

該当事項はありません。

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手時期
完了予定
時期

完成後の
増加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

提出会社
本社

（東京都千代田区）
基幹システム 30,000 18,333 増資資金 2019年11月 未定 （注３）

 

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　２．当社グループの事業セグメントは、ツールソリューション事業の単一セグメントであるため、セグメント

　　　　　　別の記載は省略しております。

　　　　３．完成後の増加能力については、計数的把握が困難であるため、記載を省略しております。

 
(2) 重要な設備の除却等

  該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,896,000

計 15,896,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2022年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年５月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,446,900 4,460,200

東京証券取引所
マザーズ

 （事業年度末現在）
 グロース市場
 （提出日現在）

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
また、１単元の株式数は100株で
あります。

計 4,446,900 4,460,200 ― ―
 

(注)　提出日現在の発行数には、2022年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 第２回新株予約権

決議年月日 2016年４月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　１

新株予約権の数（個）　※ 100　（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及

び数（株）　※
普通株式　20,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 250　（注）２

新株予約権の行使期間　※
 2019年11月１日から

2023年５月12日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）　※

発行価格　　250

資本組入額　125

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※

譲渡による新株予約権の取得に

ついては、当社取締役会の決議

による承認を要するものとする

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
（注）４

 

※当事業年度の末日（2022年２月28日）における内容を記載しております。なお、提出日の前月末（2022年４月30

日）現在において、これらの事項に変更はありません。また、当社は2019年９月１日付で普通株式１株につき２株

の割合で株式分割を行っておりますが、上記の数は分割後の数であります。
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（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、200株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数

を調整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝ 調整前付与株式数× 分割・併合の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これら

の場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整される

ものとする。

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
 

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次

の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
調整後払込金額

 
＝

 
調整前払込金額

 
×

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数
 

３．新株予約権の行使の条件

 ①　本新株予約権の割当を受けた者（以下、「受託者」という。）は、本新株予約権を行使することがで

きず、受託者より本新株予約権の付与を受けた者（以下、「受益者」又は「本新株予約権者」とい

う。）のみが本新株予約権を行使できることとする。

 ②　本新株予約権者は、本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所

に上場された場合又は当社株主総会（当社が取締役会設置会社となった場合には取締役会）が認めた場

合に限り本新株予約権を行使することができる。

③　本新株予約権者は、（イ）乃至（ハ）のいずれかの期間の損益計算書における経常利益が以下（a）乃

至（b）に掲げる条件を満たしている場合、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、以下

（a）乃至（b）に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限度として行使することが

できる。ただし、行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合には、これを切り捨てた

数とし、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途

参照すべき指標を当社株主総会（当社が取締役会設置会社となった場合には取締役会）で定めるものと

する。

（イ）2016年７月１日～2017年６月30日

（ロ）2017年７月１日～2018年６月30日

（ハ）2018年７月１日～2019年６月30日

（a）130百万円を超過した場合: 行使可能割合:75％

（b）150百万円を超過した場合: 行使可能割合:100％

４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移

転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日

に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとす

る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとす

る。

(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記（注１）に準じて決定する。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう
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え、上記（注２）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（３）に従って決

定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5)新株予約権を行使することができる期間

　新株予約権の行使期間に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日か

ら新株予約権の行使期間に定める行使期間の末日までとする。

(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数

が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の

資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7)譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8)その他新株予約権の行使の条件

　上記（注３）に準じて決定する。

(9)新株予約権の取得事由及び条件

① 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割

計画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認

（当社が取締役会設置会社であって、かつ、株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）が

なされた場合は、当社は、当社株主総会（当社が取締役会設置会社となった場合には取締役会）が

別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

② 本新株予約権者が権利行使をする前に、上記（注３）に定める規定により本新株予約権の行使がで

きなくなった場合は、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(10)その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 
② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

当社は、ストックオプション制度に準じた制度として第１回新株予約権を発行しております。第１回新株予約

権(2016年４月28日臨時株主総会決議)の発行に際し、当社の取締役２名（注）は、当社グループの現在及び将来

の役職員及び当社グループに対する中長期的な企業価値向上へのインセンティブ付与を目的として、2016年４月

28日開催の臨時株主総会決議に基づき、2016年５月13日付で税理士神山直規を受託者として「単独運用・特定金

外信託(リックソフト新株予約権信託)」(以下「本信託(第１回新株予約権)」という。)を設定しており、当社は

本信託(第１回新株予約権)に基づき、神山直規に対して、2016年５月13日に第１回新株予約権(2016年４月28日開

催臨時株主総会決議)を発行しております。本信託(第１回新株予約権)の内容は以下のとおりであります。

名称
単独運用・特定金外信託

(リックソフト新株予約権信託)

委託者 当社の取締役２名（注）

受託者 神山直規

受益者
受益者適格要件を満たす者(受益権確定事由の発生後一定の手続を経て

存在するに至ります。)

信託契約日

(信託期間開始日)
2016年５月13日

信託期間満了日
2019年11月18日又は受託者が新株予約権を保有しなくなった日のいずれ

か早い日

信託の目的

当初、委託者から受託者に対して金銭が信託されましたが、受託者によ

る第１回新株予約権の引受け、払込みにより現時点で第１回新株予約権

18,000個となっております。なお、第１回新株予約権の概要については

「(2）新株予約権等の状況」をご参照ください。
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受益者適格要件

当社グループの役員及び従業員のうち、当社の社内規程等に定める一定

の条件を満たす者を受益候補者とし、当社が指定し、本信託(第１回新

株予約権)に係る信託契約の定めるところにより、受益者として確定し

た者を受益者とします。なお、受益候補者に対する第１回新株予約権の

配分は、信託ごとに人事評価に基づき、新株予約権交付マニュアルで定

められた配分ルール等に従い、決定されます。

・人事評価に基づく新株予約権の配分

　受益候補者のうち取締役及び従業員に個別に付与されるポイント数の

按分によって行う。
 

（注）2018年１月31日に取締役１名は退任しております。

 
 第１回新株予約権

決議年月日 2016年４月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社役職員　74[74]

新株予約権の数（個）　※ 4,450 [3,785]　（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及

び数（株）　※
普通株式　89,000 [75,700]

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 250　（注）２

新株予約権の行使期間　※
2019年11月１日から

2023年５月12日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）　※

発行価格　　250

資本組入額　125

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※

譲渡による新株予約権の取得に

ついては、当社取締役会の決議

による承認を要するものとする

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
（注）４

 

※当事業年度の末日（2022年２月28日）における内容を記載しております。なお、提出日の前月末（2022年４月30

日）現在において、変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に記載しており、その

他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。また、当社は2019年９月１日付で普通

株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、上記の数は分割後の数であります。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数20株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数

を調整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝ 調整前付与株式数× 分割・併合の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これら

の場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整される

ものとする。
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２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
 

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次

の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
調整後払込金額

 
＝

 
調整前払込金額

 
×

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数
 

３．新株予約権の行使の条件

 ①　本新株予約権の割当を受けた者（以下、「受託者」という。）は、本新株予約権を行使することがで

きず、受託者より本新株予約権の付与を受けた者（以下、「受益者」又は「本新株予約権者」とい

う。）のみが本新株予約権を行使できることとする。

 ②　本新株予約権者は、本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所

に上場された場合又は当社株主総会（当社が取締役会設置会社となった場合には取締役会）が認めた場

合に限り本新株予約権を行使することができる。

③　本新株予約権者は、（イ）乃至（ハ）のいずれかの期間の損益計算書における経常利益が以下（a）乃

至（b）に掲げる条件を満たしている場合、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、以下

（a）乃至（b）に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を限度として行使することが

できる。ただし、行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合には、これを切り捨てた

数とし、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途

参照すべき指標を当社株主総会（当社が取締役会設置会社となった場合には取締役会）で定めるものと

する。

（イ）2016年７月１日～2017年６月30日

（ロ）2017年７月１日～2018年６月30日

（ハ）2018年７月１日～2019年６月30日

（a）130百万円を超過した場合: 行使可能割合:75％

（b）150百万円を超過した場合: 行使可能割合:100％

４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移

転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日

に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとす

る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとす

る。

(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記（注１）に準じて決定する。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記（注２）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（３）に従って決

定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5)新株予約権を行使することができる期間

　新株予約権の行使期間に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日か

ら新株予約権の行使期間に定める行使期間の末日までとする。

(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17
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条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数

が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の

資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7)譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8)その他新株予約権の行使の条件

　上記（注３）に準じて決定する。

(9)新株予約権の取得事由及び条件

① 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割

計画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認

（当社が取締役会設置会社であって、かつ、株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）が

なされた場合は、当社は、当社株主総会（当社が取締役会設置会社となった場合には取締役会）が

別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

② 本新株予約権者が権利行使をする前に、上記（注３）に定める規定により本新株予約権の行使がで

きなくなった場合は、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(10)その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2018年７月24日
（注）１

普通株式　3,870

普通株式　19,870
A種優先株式　1,670
B種優先株式　2,200

合計　23,740

― 95,050 ― 130,050

2018年９月３日
（注）２

A種優先株式△1,670
B種優先株式△2,200

合計　△3,870
普通株式　19,870 ― 95,050 ― 130,050

2018年11月１日
（注）３

普通株式　1,967,130 普通株式　1,987,000 ― 95,050 ― 130,050

2019年２月25日
（注）４

普通株式　76,900 普通株式　2,063,900 141,496 236,546 141,496 271,546

2019年３月27日
（注）５

普通株式　38,400 普通株式　2,102,300 70,656 307,202 70,656 342,202

2019年９月１日
（注）６

普通株式　2,102,300 普通株式　4,204,600 ― 307,202 ― 342,202

2019年12月１日～
2020年２月29日
（注）７

普通株式　74,100 普通株式　4,278,700 9,266 316,468 9,266 351,468

2020年３月１日～
2021年２月28日
（注）７

普通株式　75,800 普通株式　4,354,500 9,478 325,946 9,478 360,946

2021年３月１日～
2022年２月28日
（注）７

普通株式　92,400 普通株式　4,446,900 11,554 337,501 11,554 372,501

 

　（注）１．2018年７月24日にA種優先株主、B種優先株主により取得請求を受けたことにより、A種優先株式1,670株、B

種優先株式2,200株を取得し、同数の普通株式を発行しております。

２．2018年８月21日開催の取締役会決議により、2018年９月３日付でA種優先株式1,670株、B種優先株式2,200

株の消却を行っております。

３．株式分割（１：100）によるものであります。

４．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　　　　　　4,000 円

引受価額　　　　　　　　　3,680 円

資本組入額　　　　　　　　1,840 円

５．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関した第三者割当増資）

発行価格　　　　１株当たり 3,680円

資本組入額     １株当たり 1,840円

割当先　　　　　大和証券株式会社

６．株式分割（１：２）によるものであります。

７．新株予約権の権利行使によります。

８．2022年３月１日から４月30日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数が13,300株、資本金及

び資本準備金がそれぞれ1,663千円増加しております。
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(5) 【所有者別状況】

       2022年２月28日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数 100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 3 17 23 19 9 2,037 2,108 ―

所有株式数
(単元)

－ 2,896 4,998 20,182 3,191 159 13,005 44,431 3,800

所有株式数
の割合(％)

－ 6.517 11.248 45.423 7.181 0.357 29.270 100.000 ―
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(6) 【大株主の状況】

2022年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の総数
に対する所有
株式数の割合
(％)

ＨＳ株式会社 東京都千代田区神田須田町２丁目25 2,000,000 44.97

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 274,700 6.17

ＮＯＭＵＲＡ 　ＰＢ 　ＮＯＭＩＮ
ＥＥＳ 　ＬＩＭＩＴＥＤ 　ＯＭＮ
ＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ（ＣＡＳ
ＨＰＢ）
（常任代理人 野村證券株式会社）

１　ＡＮＧＥＬ　ＬＡＮＥ，ＬＯＮＤＯ
Ｎ，ＥＣ４Ｒ　３ＡＢ，ＵＮＩＴＥＤ　
ＫＩＮＧＤＯＭ
（東京都中央区日本橋１丁目１３－１）

217,100 4.88

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 202,200 4.54

大貫　浩 東京都江東区 132,800 2.98

服部　典生 三重県四日市市 100,000 2.24

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 94,700 2.12

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 86,900 1.95

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13番１号 80,374 1.80

ＢＮＹ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥＮＴ　
ＡＣＣＯＵＮＴ 　ＪＰＲＤ 　ＡＣ
ＩＳＧ（ＦＥ－ＡＣ）
（常任代理人 株式会社三菱ＵＦＪ
銀行）

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ 　ＣＯＵＲＴ
１３３　ＦＬＥＥＴ　ＳＴＲＥＥＴ　Ｌ
ＯＮＤＯＮ　ＥＣ４Ａ　２ＢＢ　ＵＮＩ
ＴＥＤ　ＫＩＮＧＤＯＭ
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

62,126 1.39

計 ― 3,250,900 73.04
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 100 ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,443,000
 

44,430

完全議決権株式であり、権利内容に何
ら限定のない当社における標準となる
株式であります。また、１単元の株式
数は100株であります。

単元未満株式
普通株式

3,800
 

― ―

発行済株式総数 4,446,900 ― ―

総株主の議決権 ― 44,430 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式32株が含まれております。
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② 【自己株式等】

2022年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)
他人名義

所有株式数(株)
所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
リックソフト㈱

東京都千代田区
大手町２-１-１

100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 64 125,816

当期間における取得自己株式 － －
 

（注）当期間における取得自己株式には、2022年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによ

る株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数
（株）

処分価格の
総額
（円）

株式数
（株）

処分価格の
総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己

株式
 
―

 
―

― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ―
 
―

― ―

合併、株式交換、株式交付、会社分割

に係る移転を行った取得自己株式
―

 
―

― ―

その他（－） ― ― ― ―

保有自己株式 132 ― 132 ―
 

（注）当期間における保有自己株式数には、2022年５月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

　当社は、事業基盤の整備状況や事業展開の状況、業績や財政状態等を総合的に勘案し、配当を検討したいと考えて

おりますが、当面は内部留保の充実を図り、更なる成長に向けた事業の拡充や組織体制、システム環境の整備への投

資等の財源として有効活用することが、株主に対する最大の利益還元に繋がると考えております。

 当社は成長過程にあり、財務体質の強化と事業拡大のための投資等が当面の優先事項と捉え、配当を実施しており

ません。

 なお、当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことができ、取締役会の決議によって、毎年８

月31日を基準日として中間配当を実施することができる旨を定款に定めております。

　剰余金の配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く）の職務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会の構成員

とすることにより、取締役会の監督機能を強化し、更なる監視体制の強化を通じてより一層のコーポレート・ガ

バナンスの充実を図るため、2019年５月30日開催の定時株主総会の決議により、監査役会設置会社から監査等委

員会設置会社へ移行いたしました。

当社グループは、昨今の経営環境の急速な変化やコンプライアンスの重要性が増大する中、経営理念である

「我々の技術・知識・ノウハウを最高に発揮し、お客様の価値向上と社会の発展に貢献します。」を常に意識

し、企業価値を最大化するためにコーポレート・ガバナンスの主題を「経営の効率化」及び「監督機能の強化」

とし、コーポレート・ガバナンスの強化を経営上の重要課題の一つと捉えて取り組んでおります。また、今後も

環境の変化に対応しつつ企業価値の最大化に資するため、コーポレート・ガバナンスの充実に臨んでいく所存で

あります。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社は、透明性・健全性の向上、及び経営環境の変化に対応した意思決定の迅速化のため、監査等委員会設

置会社であります。取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名のうち１名が社外取締役であります。監

査等委員会である取締役３名のうち３名が社外取締役であります。当該社外取締役４名については、東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。また、これらが実効性をもって機能するために、内

部統制システムの基本方針を取締役会の決議により定め、当該基本方針の下で業務の適法性及び効率性を確保

し、リスクの管理を実行することにより、コーポレート・ガバナンスの体制を整備しております。

(ア) 企業統治体制の概要

ａ　取締役会

当社の取締役会は、取締役７名（うち監査等委員である取締役３名）により構成されており、毎月１

回の定時取締役会に加え、必要に応じ臨時取締役会を開催し、法定事項の決議、経営に関する重要な事

項の決定及び業務執行の監督等を行っております。構成員につきましては、「(2)役員の状況　①役員一

覧」をご覧ください。なお、取締役会の議長は代表取締役社長 大貫 浩であります。

 
ｂ　監査等委員会

当社の監査等委員会は、監査等委員３名により構成されており、毎月１回開催し、監査計画の策定、

監査実施結果の報告等を行っております。また、内部監査部及び会計監査人と定期的に会議を開催する

ことにより、監査に必要な情報の共有化を図っております。構成員につきましては、「(2)役員の状況　

①役員一覧」をご覧ください。なお、監査等委員会の議長は常勤監査等委員 四居 治であります。

 
 c　経営会議

当社の経営会議は、常勤の取締役３名、常勤の監査等委員１名により構成されており、毎月２回開催

し、重要事項の討議、各部の業務報告等を行っております。構成員につきましては、「(2)役員の状況　

①役員一覧」をご覧ください。なお、経営会議の議長は取締役 加藤 真理であります。

 
 d　会計監査人

当社は、会計監査人として、有限責任 あずさ監査法人を選任しており、正確な経営情報を迅速に提供

するなど公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備しております。

EDINET提出書類

リックソフト株式会社(E34633)

有価証券報告書

36/88



 

(イ) 当社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

は以下のとおりであります。

 

 
(ウ) 当該体制を採用する理由

　当社グループは、透明性・健全性の向上、及び経営環境の変化に対応した意思決定の迅速化のため、上記体

制を採用しております。

 
③　企業統治に関するその他の事項

　当社は業務の適正性を確保するための体制として、「内部統制システムの基本方針」に従って体制を構築し

ております。

ａ 取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

　 るための体制

・コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス規程を定めています。

・当社のコンプライアンス体制を以下のとおりとしています。

　①会社の内部管理体制の有効性の確保を図るため、コンプライアンス担当責任者を設置し、経営管理部ゼ

ネラルマネージャーがこれにあたっています。

　②コンプライアンス担当責任者の役割は以下のとおりです。

・コンプライアンスに係る取組みを推進します。

・コンプライアンスに関する研修等を実施します。

・監査等委員と連携して役職員がコンプライアンスを遵守しているか調査を実施し、問題がある場合に

は改善を指示します。

・コンプライアンス違反の事例が発生した場合は、事実関係を調査の上、コンプライアンス違反の事実

が認められれば、その被害を最小限にとどめる等速やかに対応し、再発防止策を検討します。

・取締役及び従業員からのコンプライアンス違反行為等に関する相談・通報を適正に処理できる体制と

して、相談外部窓口を設置しています。
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ｂ 取締役（監査等委員である取締役を除く）の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役（監査等委員である取締役を除く）は、法令及び取締役会規程に基づき職務の執行の状況を取締役

会に報告します。報告された内容については取締役会議事録に記載し、法令に基づき保存しています。

・取締役（監査等委員である取締役を除く）の職務の執行に関する情報の保存及び管理に関する基本規程と

して、文書保管管理規程を定めています。

・文書の取扱いに関しては、文書保管管理規程において保存期間に応じて区分を定めています。

 
ｃ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・損失の危険の管理について、情報セキュリティ管理規程において情報セキュリティ責任者を定め、まず、

当該リスクの発生情報については各部署からの定期的な業務報告のみならず、緊急時には迅速に報告がな

される体制を整備しています。

・当該損失危険の管理及び対応については、リスク管理規程に基づき、企業活動に関わるリスクについて把

握するとともに、リスクの発生の防止、発生したリスクへの対処を統括的に行います。

 
ｄ 取締役（監査等委員である取締役を除く）の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会規程に基づき定時取締役会を原則毎月１回開催し、必要がある場合には適宜臨時取締役会を開催

することとしています。

・取締役（監査等委員である取締役を除く）を含む会社の業務執行全般の効率的な運営を目的として組織規

程、業務分掌規程、職務権限規程を定め、実態に応じて適宜改正を行います。

 
ｅ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・使用人は、取締役会で定められた組織・職務分掌等に基づき職務の執行を行います。

・内部監査担当者は、監査等委員・会計監査人と連携・協力のうえ、内部統制システムの整備・運用状況を

監視し、検証します。

 
ｆ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・適正なグループ経営を推進するため関係会社管理規程を定め、子会社の自主性を尊重しつつ、重要事項の

執行については同規程に従い、子会社から当社へ事前に共有させることとし、当社の関与のもと当社グ

ループとしての適正な運営を確保します。

・上記cの損失の危険の管理に関する事項については、グループ各社に適用させ、当社において当社グルー

プ全体のリスクを網羅的・統括的に管理します。

・子会社における職務執行に関する権限及び責任について、関係会社管理規程その他の社内規程において明

文化し、業務を効率的に遂行します。

・コンプライアンス規程は当社グループに適用し、当社グループの法令遵守に関する体制は経営管理部が統

括します。

・当社の内部監査部は、グループ各社における業務が法令及び定款に適合し、かつ適切であるかについての

内部監査を行い、監査結果を代表取締役に報告するとともに、監査等委員及び会計監査人とも共有しま

す。

 
ｇ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項並びに当該使用人の他の取締役（監査等委員である取

締役を除く）からの独立性及び当該使用人に対する監査等委員会からの指示の実効性に関する事項

・当社は、監査等委員会がその職務を補助すべき使用人（以下「監査等委員会補助者」という。）を置くこ

とを求めた場合においては、適切な人員配置を速やかに行うものとします。

・監査等委員会補助者の選任及び異動については、あらかじめ監査等委員会の承認を得なければならないも

のとします。

・監査等委員会補助者の職務は監査等委員会の補助責任とし、他の一切の職務の兼任を認めないものとし、

監査等委員会補助者は監査等委員会の指示に従うものとします。
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ｈ 取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制、その他の監

査等委員会への報告に関する事項

　取締役（監査等委員である取締役を除く）は、以下の重要事項を定期的に監査等委員会に報告するものと

します。

・重要な機関決定事項

・経営状況のうち重要な事項

・会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

・内部監査状況及び損失の危機に関する重要事項

・重大な法令・定款違反

・その他重要事項

 
i 子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告するた

めの体制

・子会社の取締役、監査役及び使用人は、当社監査等委員会から業務執行に関する事項について報告を求め

られたときは、速やかに適切な報告を行います。

・子会社の取締役、監査役及び使用人は、法令等の違反行為等、当社又は当社の子会社に重大な影響を及ぼ

すおそれのある事項については、これを発見次第、遅滞なく監査等委員会に報告します。

・報告した者に対しては、人事評価及び懲戒等において、通報の事実を考慮してはならず、報告した者は、

自身の異動、人事評価及び懲戒等について、その理由の調査を監査等委員会に依頼することができます。

 
j 上記h、iの報告をしたものが当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するた

めの体制

・取締役及び使用人は、公益通報者保護法に基づき、当該報告を行ったことを理由として報告者に対する不

利な取り扱いを禁止します。

 
k その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・「監査等委員会規程」に則り、監査等委員の職務分担、代表取締役との定期的な会合、内部監査部及び会

計監査人との定期的な情報交換の機会を確保します。

 
l 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）について生ずる費用等の処理に

関わる方針

・監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）について生ずる費用の前払又

は償還の手続き等の処理については、監査等委員の請求等に従い円滑に行います。

 
m 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

・反社会的勢力排除に関する規程において、反社会的勢力との一切の関係の遮断、不当要求の排除、取引の

全面的禁止、影響力の利用の禁止について定めています。

 
④　リスク管理体制の整備の状況

　当社は、リスク管理規程を制定し、重大事案発生の未然防止を図るとともに、重大事案が発生した場合におけ

る当社の損害及び不利益を最小限にするための体制、対応を定めております。また、顧問弁護士等の専門家と適

宜連携を行うことにより、リスクに対して迅速な対応ができる体制を整えております。

 
⑤　取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）は５名以内、監査等委員である取締役は４名以内とする旨を

定款で定めております。
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⑥　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。又、取締役の選任決議は、累積投票によら

ない旨を定款で定めております。

 
⑦　株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める決議について、議決権

を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ

て行う旨を定款で定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

 
⑧　責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項に基づき、業務執行取締役等でない取締役との間において、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、200万円又は法令

が定める額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該業務執行取締役等で

ない取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 
⑨　役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。

当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社の取締役（監査等委員を含む）であり、被保険者は保険料を負

担しておりません。当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該

責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が補填するも

のであります。ただし、被保険者の職務の遂行の適正性が損なわれないようにするため、法令違反の行為である

ことを認識して行った行為の場合等一定の免責事項があります。

 
⑩　責任免除の内容の概要

　当社は、定款において、取締役（取締役であった者を含む）及び監査等委員会設置会社移行前の監査役（監査

役であったものを含む。）が会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる損害賠償責任を、法令

の限度において、取締役会の決議によって免除することができることとしております。これは、取締役が、期待

される役割を十分に発揮すること等を目的とするものであります。

 
⑪　剰余金の配当等の決定機関

　当社は、株主への機動的な資本政策及び配当政策を図るため、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定め

る事項を、株主総会決議のみならず、取締役会決議により行うことができる旨を定款に定めております。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

男性5名　女性2名(役員のうち女性の比率28.57％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役 大貫　浩 1970年１月24日

1995年４月 日本電気株式会社　入社

1998年11月

 
個人事業主（フリーのシステムエンジ

ニアとして活動）

2005年１月

 
リックソフト有限会社（現 当社）設

立　代表取締役　就任（現）

2016年12月

 
米国法人　Ricksoft, Inc.　設立

Vice President　就任（現）

（注）２ 132,800

取締役
ソリューション開発部
Atlassian事業推進部
イノベーション推進部
ゼネラルマネージャー

服部　典生 1969年２月４日

1989年４月

 
東海テクノシステム株式会社（現 デン

ソーテクノ株式会社）入社

1999年１月 エイチ・エス・ディー有限会社　設立

2016年１月

 
当社と合併　当社執行役員　就任

ソリューション２部長　就任

2017年６月 当社取締役　就任（現）

2020年３月

 
 

当社ソリューション２部、ソリュー

ション開発部ゼネラルマネージャー

就任

2022年３月

 
 

当社ソリューション開発部、Atlassian

事業推進部、イノベーション推進部ゼ

ネラルマネージャー　就任（現）

（注）２ 100,000

取締役
経営管理部

ゼネラルマネージャー
加藤　真理 1969年２月５日

1991年４月

 
株式会社三菱銀行（現 株式会社三菱Ｕ

ＦＪ銀行）入行

1996年10月

 
太田昭和監査法人（現 ＥＹ新日本有限

責任監査法人）入所

2003年７月 加藤公認会計士事務所　設立

2014年12月

 
株式会社スマートエデュケーション　

監査役　就任

2017年10月

 
株式会社ビズオーシャン　監査役　

就任

2019年５月 当社社外取締役（監査等委員）就任

2021年５月

 
 
 

当社取締役　就任（現）

経営管理部ゼネラルマネージャー

就任（現）

Ricksoft, Inc. Director 就任（現）

（注）２ ―

取締役

（非常勤）

（注）１

早川　智也 1976年９月２日

2001年４月

 
大和証券エスエムビーシー株式会社

（現 大和証券株式会社）入社

2006年３月

 
プロジェクト・オーシャンLLP　設立　

代表パートナー　就任

2009年６月

 
プロジェクト・オーシャン株式会社

設立　代表取締役　就任（現）

2011年９月

 
株式会社SpinningWorks　社外取締役

就任

2013年３月

 
株式会社ねこじゃらし　社外取締役

就任

2013年９月

 
株式会社ants　社外取締役　就任

（現）

2016年３月

 
株式会社ディー・オー・エム　監査役

就任

2016年10月 当社社外監査役　就任

2018年９月 当社社外取締役　就任（現）

（注）２ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役
（常勤監査等委員）

 （注）１
四居　治 1956年１月28日

1979年４月 TDK株式会社　入社

2011年６月 同社常勤監査役　就任

2021年５月
 

当社社外取締役（監査等委員）就任

（現）

（注）３ ―

取締役
（監査等委員）
（注）１

青木　理惠 1970年10月９日

1995年10月

 
太田昭和監査法人（現 EY新日本有限責

任監査法人）入所

2000年７月

 
大和証券ＳＢキャピタル・マーケッツ

株式会社（現 大和証券株式会社）入社

2004年４月 青木公認会計士事務所開設（現）

2010年６月

 
株式会社ドリコム　取締役監査等委員

（現）

2013年11月 株式会社ジーニー　常勤監査役　就任

2018年２月 当社社外監査役　就任

2019年５月

 
当社社外取締役（監査等委員）就任

（現）

2021年１月

 
株式会社GO TODAY SHAiRE SALON

社外監査役　就任（現）

（注）３ ―

取締役
（監査等委員）
（注）１

鈴木　正人 1977年４月26日

2002年10月 長島・大野・常松法律事務所　入所

2010年４月

 
金融庁・証券取引等監視委員会事務局

勤務

2013年４月 岩田合同法律事務所　入所

2019年４月 稲葉総合法律事務所　入所

2020年４月 潮見坂綜合法律事務所　入所（現）

2020年６月

 
当社社外取締役（監査等委員）就任

（現）

（注）３ ―

計 232,800
 

 
 

(注) １．取締役早川智也氏及び取締役（監査等委員）四居治氏、青木理惠氏、鈴木正人氏は、社外取締役でありま

す。

　　 ２．取締役（監査等委員である取締役を除く）の任期は、2022年５月26日開催の定時株主総会終結の時から１年

以内に終了する事業年度に関する定時株主総会終結の時までであります。

　　 ３．取締役（監査等委員）の任期は、2021年５月27日開催の定時株主総会終結の時から２年以内に終了する事業

年度に関する定時株主総会終結の時までであります。
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②　社外取締役

　当社は、社外取締役４名を選任しております。

社外取締役は、取締役会等の重要な会議に出席し、独立した立場から経営の意思決定の監督・監査を行ってお

ります。また、内部監査、監査等委員会及び会計監査とも適宜連携し、社外の視点から助言を行っております。

当社は、社外取締役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針は定めていませんが、選任にあ

たっては経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣からの独立した立場で社外取締役としての職務を遂行でき

る十分な独立性が確保できることを前提に判断しております。

　当社と社外取締役との間には、人的・資本的関係、取引関係及びその他利害関係はありません。

　社外取締役早川智也氏は、証券会社での経験や起業によりIPOコンサルティング業務等に従事し、コーポレー

ト・ガバナンスや内部統制に関する豊富な知見を有していることから、独立的な立場から取締役の意思決定の妥

当性・適切性を確保するための助言・提言を得られると判断したため、招聘しております。同氏が代表を務める

プロジェクト・オーシャン株式会社と当社とは、2016年において、人材紹介に関する総額1,440千円の取引があり

ましたが、現在は、同社と当社には資本関係、人的関係、取引関係及びその他の利害関係はありません。

　社外取締役（常勤監査等委員）四居治氏は、国内外での経理実務に関する豊富な知識と実績、また内部監査及

び監査役についても豊富な経験を有していることから、経営を独立的な立場で監査することができると判断した

ため、招聘しております。

　社外取締役（監査等委員）青木理惠氏は、公認会計士として財務に関する深い見識を有していることから、経

営を独立的な立場で監査することができると判断したため、招聘しております。

　社外取締役（監査等委員）鈴木正人氏は、弁護士として法律に関する専門的な見識と経験を有していることか

ら、当社の持続的な企業価値の向上へ向けて、独立的な立場で監査することができると判断したため、招聘して

おります。

 
③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門と

の関係

　監査等委員でない社外取締役は、取締役会に出席し、本人の経歴、見識等、経営的見地から議案審議等に必

要な発言を適宜行い、取締役の業務執行の監督を行っております。

　監査等委員である社外取締役は、取締役会及び監査等委員会に出席するほか、内部統制部門である内部監査

部と連携することにより、内部監査指摘事項等の状況を確認し、監査等委員監査に反映させるとともに、会計

監査人とも随時意見交換を行うことで監査体制の強化を図っております。
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(3) 【監査の状況】

　①　監査等委員監査の状況

　当社の監査等委員会は、常勤の社外取締役１名と非常勤の社外取締役２名で構成しております。監査等委員会

はガバナンスのあり方とその運営状況を確認し、取締役会機能を含めた経営の日常活動の適正性の確保に努めま

す。監査等委員は取締役会、経営会議などの重要会議で独立的な立場から意見を陳述するほか、内部監査部門と

相互に計画書や監査書類の閲覧や聴取により緊密に連携を行っております。また、会計監査人の監査の状況につ

いて情報交換を行うなどにより、取締役の職務執行を監査します。監査等委員会は月１回開催し、効率的で質の

高い監査の実現を図ります。個々の監査等委員の出席状況については次のとおりであります。

氏名 開催回数 出席回数

加藤　真理 ３ ３

四居　治 10 10

青木　理惠 13 13

鈴木　正人 13 12
 

　（注）加藤 真理氏は、2021年５月27日開催の第19期定時株主総会終結の時をもって、任期満了により取締役

　　　　（監査等委員）を退任し、新たに取締役へ就任いたしました。

 
　監査等委員会における主な検討事項として、監査等委員会関連の規程の制定改廃、監査の方針、監査計画策

定、監査報告書の作成、会計監査人の再任に関する評価、会計監査人の報酬等に関する同意等があります。

　また、常勤の監査等委員の活動として、経営会議など重要会議に出席し、議事録及び重要な決裁書類を閲覧す

るとともに必要に応じて関連各部門責任者から報告を求め、当社の業務執行状況に関する情報を収集しておりま

す。

 
②　内部監査の状況

当社は、代表取締役直轄の部署として内部監査部を設置し、内部監査を実施しております。内部監査部には

専任１名を配置しております。内部監査部は各部署の業務遂行状況を監査し、結果を代表取締役に報告すると

ともに、代表取締役の改善指示を各部署へ周知し、そのフォローアップを徹底しております。
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　③ 会計監査の状況

a. 監査法人の名称

有限責任 あずさ監査法人

 
b. 継続監査期間

　 ６年間

 
c. 業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員：比留間　郁夫

指定有限責任社員　業務執行社員：関根　義明

 
d. 監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その他６名であります。

 
e. 監査法人の選定方針と理由

当社は、会計監査人の品質管理体制、職業倫理及び独立性、職業的専門家としての能力、監査実施の有効

性及び効率性等を総合的に評価し、当該会計監査人の再任の適否を判断しております。監査等委員会は、会

計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監

査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。また、監査等委員会は、会計監査人が会社法

第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総

会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

 
ｆ. 監査等委員及び監査等委員会による監査法人の評価

　当社の監査等委員会は、当社の会計監査人である監査法人の監査品質、独立性及び専門性、監査等委員

会及び経営者等とのコミュニケーションの有効性などを総合的に評価・勘案した結果、適任と判断してお

ります。
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④　監査報酬の内容等

a.監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 19,700 1,000 22,200 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 19,700 1,000 22,200 ―
 

（注）前連結会計年度において、当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、財務報告

に係る内部統制に関する助言業務であります。

 
b. 監査公認会計士等と同一のネットワーク（KPMGグループ）に対する報酬（a.を除く）

該当事項はありません。

 
c. その他重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 
d. 監査報酬の決定方針

監査日数、監査内容及び当社の事業内容・規模等を勘案したうえで決定しております。

 
e. 監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査等委員会が会社法第399条第１項の

同意をした理由は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況や報酬見積りの算出根拠等を総

合的に検討した結果、当該報酬等の額は相当であると判断したためであります。
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(4) 【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社は、役員の報酬等の内容に係る決定方針を取締役会の決議により定めており、その概要は以下のとおり

であります。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）報酬等の額又はその算定方法の決定方針については、委員の過

半数を社外取締役で構成し、社外取締役を委員長とする任意の報酬委員会を設置し、取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）の報酬制度・水準等を審議、提案し、あらかじめ株主総会で決議された報酬の限度額の範

囲内で、取締役会で決議し決定しています。今後、役員報酬決定プロセスの公正性、客観性及び透明性を向上

させ、コーポレート・ガバナンス体制の一層の充実・強化を図っていく予定です。また、取締役（監査等委員

である取締役を除く。）の報酬は役員の役割と責任に見合った水準を設定することとし、職責に応じた固定報

酬と業績連動報酬により算定することとしております。指標としては、会社の成長と株主利益を考慮し、売上

高成長率とEPS（１株当たり利益）成長率の２つを採用しております。また、監査等委員である取締役を含む社

外取締役の報酬は、独立性及び客観性を保つ観点から、固定報酬のみとしております。

　取締役会は、当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が当該決定方針に沿うものであり、相当で

あるものと判断しております。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2019年５月30日開催の定時株主総会におい

て、年額100,000千円以内（内、社外取締役分は5,000千円以内）、と決議いただいております。決議当時の取

締役の員数は４名であります。

　監査等委員である取締役の報酬限度額は、2019年５月30日開催の定時株主総会において、年額18,000千円以

内と決議いただいております。決議当時の監査等委員である取締役の員数は３名であります。

　当事業年度は、３回にわたり任意の報酬委員会が開催され、委員全員が出席し、報酬原案の報酬等の額は適

切であると審議を受けております。これを受け、2021年５月31日の臨時取締役会にて決議しております。

 
②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

業績連動
報酬等

賞与 退職慰労金

取締役
（社外取締役を除く）

54,189 54,189 ― ― ― 4

監査等委員
（社外取締役を除く）

― ― ― ― ― ―

社外取締役 14,100 14,100 ― ― ― 5

 

　（注）１．(1)コーポレート・ガバナンスの概要の②及び(2)役員の状況の②の項目における社外取締役の員数は本書

提出日現在で記載しており、本表における役員の員数とは異なっております。

２．上記取締役（社外取締役を除く）の報酬には、2021年５月27日開催の第19期定時株主総会終結の時をもっ

て退任した取締役１名に支給した報酬等を含んでおります。

３. 上記社外取締役の報酬には、2021年５月27日開催の第19期定時株主総会終結の時をもって社外取締役を退

任し、取締役に就任した１名に支給した報酬を含んでおります。

 
③　提出会社の役員ごとの報酬等の総額

報酬等の総額が１億円以上の役員は存在しないため、記載しておりません。

 
 
(5) 【株式の保有状況】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2021年３月１日から2022年２月28日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2021年３月１日から2022年２月28日まで)の財務諸表について、有限責任 あずさ監

査法人により監査を受けております。

 
３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、的確に対応するために、社内整備の構築、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、専門的情報を

有する団体等が主催する研修・セミナーへの参加等を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年２月28日)

当連結会計年度
(2022年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,944,022 2,088,910

  売掛金 971,095 563,618

  電子記録債権 165 －

  仕掛品 ※  20,058 ※  26,848

  その他 47,467 72,578

  流動資産合計 2,982,808 2,751,955

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 74,398 85,727

   工具、器具及び備品 32,435 49,961

   減価償却累計額 △36,438 △43,829

   有形固定資産合計 70,394 91,859

  無形固定資産   

   その他 1,748 10,197

   無形固定資産合計 1,748 10,197

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 30,787 24,365

   敷金 82,209 52,881

   その他 970 970

   投資その他の資産合計 113,967 78,216

  固定資産合計 186,110 180,273

 資産合計 3,168,918 2,932,229
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年２月28日)

当連結会計年度
(2022年２月28日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 724,744 316,919

  未払法人税等 127,884 41,392

  前受金 172,515 168,923

  賞与引当金 62,055 51,728

  受注損失引当金 － 2,594

  その他 134,946 64,434

  流動負債合計 1,222,146 645,993

 固定負債   

  資産除去債務 45,828 31,041

  固定負債合計 45,828 31,041

 負債合計 1,267,974 677,034

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 325,946 337,501

  資本剰余金 360,946 372,501

  利益剰余金 1,216,162 1,543,096

  自己株式 △415 △541

  株主資本合計 1,902,640 2,252,558

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 △1,717 2,625

  その他の包括利益累計額合計 △1,717 2,625

 新株予約権 20 10

 純資産合計 1,900,943 2,255,194

負債純資産合計 3,168,918 2,932,229
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2020年３月１日
　至 2021年２月28日)

当連結会計年度
(自 2021年３月１日
　至 2022年２月28日)

売上高 4,431,006 4,308,223

売上原価 ※１  2,868,405 ※１  2,779,301

売上総利益 1,562,601 1,528,921

販売費及び一般管理費 ※２,※３  960,725 ※２,※３  1,091,436

営業利益 601,875 437,485

営業外収益   

 受取利息 5 4

 為替差益 － 4,261

 販売奨励金 58 4,384

 助成金収入 1,045 3,791

 その他 74 545

 営業外収益合計 1,184 12,987

営業外費用   

 株式交付費 213 230

 為替差損 1,458 －

 営業外費用合計 1,671 230

経常利益 601,388 450,242

税金等調整前当期純利益 601,388 450,242

法人税、住民税及び事業税 171,769 116,845

法人税等調整額 △16,123 6,462

法人税等合計 155,645 123,308

当期純利益 445,743 326,934

親会社株主に帰属する当期純利益 445,743 326,934
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2020年３月１日
　至 2021年２月28日)

当連結会計年度
(自 2021年３月１日
　至 2022年２月28日)

当期純利益 445,743 326,934

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 △1,107 4,342

 その他の包括利益合計 ※  △1,107 ※  4,342

包括利益 444,635 331,277

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 444,635 331,277
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　2020年３月１日　至　2021年２月28日)

 (単位：千円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本

合計

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 316,468 351,468 770,418 △335 1,438,019 △609 △609 29 1,437,439

当期変動額          

新株の発行（新株予約

権の行使）
9,478 9,478   18,957    18,957

親会社株主に帰属する

当期純利益
  445,743  445,743    445,743

自己株式の取得    △80 △80    △80

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     △1,107 △1,107 △8 △1,116

当期変動額合計 9,478 9,478 445,743 △80 464,620 △1,107 △1,107 △8 463,504

当期末残高 325,946 360,946 1,216,162 △415 1,902,640 △1,717 △1,717 20 1,900,943
 

 

 
当連結会計年度(自　2021年３月１日　至　2022年２月28日)

 (単位：千円)

 

株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本

合計

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 325,946 360,946 1,216,162 △415 1,902,640 △1,717 △1,717 20 1,900,943

当期変動額          

新株の発行（新株予約

権の行使）
11,554 11,554   23,109    23,109

親会社株主に帰属する

当期純利益
  326,934  326,934    326,934

自己株式の取得    △125 △125    △125

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     4,342 4,342 △9 4,332

当期変動額合計 11,554 11,554 326,934 △125 349,917 4,342 4,342 △9 354,250

当期末残高 337,501 372,501 1,543,096 △541 2,252,558 2,625 2,625 10 2,255,194
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2020年３月１日
　至 2021年２月28日)

当連結会計年度
(自 2021年３月１日
　至 2022年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 601,388 450,242

 減価償却費 12,752 29,954

 のれん償却額 2,066 －

 為替差損益（△は益） 1,121 △4,537

 賞与引当金の増減額（△は減少） 37,394 △10,418

 受注損失引当金の増減額（△は減少） － 2,594

 受取利息 △5 △4

 助成金収入 △1,045 △3,791

 株式交付費 213 230

 売上債権の増減額（△は増加） △743,512 410,202

 たな卸資産の増減額（△は増加） 7,747 △6,790

 前渡金の増減額（△は増加） △15,407 △3,566

 仕入債務の増減額（△は減少） 599,272 △409,047

 前受金の増減額（△は減少） 17,399 △3,591

 未払消費税等の増減額（△は減少） 55,167 △85,576

 その他 8,956 △7,122

 小計 583,509 358,777

 利息の受取額 5 4

 法人税等の支払額 △106,801 △201,431

 助成金の受取額 1,045 3,791

 営業活動によるキャッシュ・フロー 477,758 161,142

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △8,826 △51,131

 無形固定資産の取得による支出 － △9,493

 資産除去債務の履行による支出 － △15,530

 敷金及び保証金の差入による支出 － △924

 敷金及び保証金の回収による収入 465 30,286

 投資活動によるキャッシュ・フロー △8,360 △46,793

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 18,733 22,869

 自己株式の取得による支出 △80 △125

 財務活動によるキャッシュ・フロー 18,652 22,743

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,424 7,795

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 485,626 144,888

現金及び現金同等物の期首残高 1,458,395 1,944,022

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,944,022 ※  2,088,910
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　 1社

連結子会社の名称

Ricksoft, Inc.

　

(2）非連結子会社の数

非連結子会社はありません。

　

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社

　　持分法を適用した非連結子会社又は関連会社はありません。

　

(2) 持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社

持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社はありません。

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① デリバティブ

   時価法を採用しております。

② たな卸資産

仕掛品

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用して

おります。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

主として、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物            　　　　 15年

工具、器具及び備品 　４～15年

② 無形固定資産

　　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法を採用

しております。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

① 賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき将来の支給見込額を計上しております。

② 受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約に係る損失見込額を計上し

ております。

　

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

受注制作のソフトウェア開発に係る収益及び費用の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクトについては工事進行基

準を、その他のプロジェクトについては、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用す

る場合の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、準委任契約では見積総工数及び見積作業期間に占め

る発生工数等を複合的に合算して算出した進捗率を用いた出来高基準を用い、それ以外は原価比例法によっ

ております。

　

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

　

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

　

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(未適用の会計基準等)

　　（収益認識に関する会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日)

 

(１) 概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

ステップ2：契約における履行義務を識別する。

ステップ3：取引価格を算定する。

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

 

(２) 適用予定日

2023年２月期の期首より適用予定であります。

 

(３) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

 
 
（時価の算定に関する会計基準等）

　・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日）

　・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日）

　・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）

　・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日）

 

(１) 概要

国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に関する会計基準」及び「時価の

算定に関する会計基準の適用指針」（以下「時価算定会計基準等」という。）が開発され、時価の算定方法に

関するガイダンス等が定められました。時価算定会計基準等は次の項目の時価に適用されます。

・「金融商品に関する会計基準」における金融商品

　また、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」が改訂され、金融商品の時価のレベルごとの内訳等の

注記事項が定められました。

 

(２) 適用予定日

2023年２月期の期首より適用予定であります。

 

(３) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。
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(連結貸借対照表関係)

※ たな卸資産及び受注損失引当金の表示

　　　損失が見込まれる契約に係るたな卸資産と受注損失引当金は、相殺せず両建てで表示しております。

　　　受注損失引当金に対応するたな卸資産の額

  
前連結会計年度
(2021年２月28日)

当連結会計年度
(2022年２月28日)

 仕掛品 －千円 6,288千円 
 

 

(連結損益計算書関係)

※１ 売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

  
前連結会計年度

(自　2020年３月１日
至　2021年２月28日)

当連結会計年度
(自　2021年３月１日
至　2022年２月28日)

  －千円 2,594千円
 

 
※２ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

  
前連結会計年度

(自　2020年３月１日
至　2021年２月28日)

当連結会計年度
(自　2021年３月１日
至　2022年２月28日)

 給料手当 290,703千円 307,974千円

 賞与及び賞与引当金繰入額 61,597 〃 48,588 〃

 支払手数料 152,856 〃 176,944 〃
 

 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

  
前連結会計年度

(自　2020年３月１日
至　2021年２月28日)

当連結会計年度
(自　2021年３月１日
至　2022年２月28日)

  82,545千円 139,745千円
 

 

(連結包括利益計算書関係)

※　その他の包括利益の内訳

  
前連結会計年度

(自　2020年３月１日
至　2021年２月28日)

当連結会計年度
(自　2021年３月１日
至　2022年２月28日)

 為替換算調整勘定     

  当期発生額 △1,107千円 4,342千円

 その他の包括利益合計 △1,107千円 4,342千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2020年３月１日　至　2021年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

　普通株式（注）１ 4,278,700 75,800 ―　 4,354,500

合計 4,278,700 75,800 ―　 4,354,500

自己株式     

普通株式（注）２ 48 20 ―　 68

合計 48 20 ―　 68
 

（注）１．普通株式の増加の内訳は、次のとおりであります。

新株予約権の行使による増加　　　　 75,800株

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加　 　　   20株

 

２．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
2016年ストック・オ
プションとしての新
株予約権

― ― ― ― ― 20

合計 ― ― ― ― 20
 

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　2021年３月１日　至　2022年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

　普通株式（注）１ 4,354,500 92,400 ―　 4,446,900

合計 4,354,500 92,400 ―　 4,446,900

自己株式     

普通株式（注）２ 68 64 ―　 132

合計 68 64 ―　 132
 

（注）１．普通株式の増加の内訳は、次のとおりであります。

新株予約権の行使による増加　　　　　92,400株

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加　　　　　　64株

 

２．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
2016年ストック・オ
プションとしての新
株予約権

― ― ― ― ― 10

合計 ― ― ― ― 10
 

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

  
前連結会計年度

(自　2020年３月１日
至　2021年２月28日)

当連結会計年度
(自　2021年３月１日
至　2022年２月28日)

 現金及び預金 1,944,022千円 2,088,910千円

 現金及び現金同等物 1,944,022千円 2,088,910千円
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用についてはそのほとんどが短期的な預金等であります。デリバティブ取引は、後

述のとおりリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。また、資金調達

については主に銀行借入による方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　外貨建て預金については、商品の輸入に伴う外貨建て代金決済に利用しており、為替の変動リスクに晒され

ております。

　営業債権である売掛金及び電子記録債権は、取引先の信用リスクに晒されております。

　敷金は、本社及び西日本支社の不動産賃貸借契約に基づく敷金であり、貸主の信用リスクに晒されておりま

す。

　営業債務である買掛金及び未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引際の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権については取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに取引先の信用情報

を定期的に把握する体制としております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　商品の輸入に伴う外貨建て代金決済に係る為替変動リスクについては、為替相場の状況を継続的に把握する

ことで為替の変動リスクを管理しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　資金繰り計画を作成及び更新するとともに、相当額の手元流動性を維持し、流動リスクを管理しておりま

す。

 
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。

前連結会計年度(2021年２月28日)

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,944,022 1,944,022 －

(2) 売掛金 971,095 971,095 －

(3) 電子記録債権 165 165 －

資産計 2,915,282 2,915,282 －

(1) 買掛金 724,744 724,744 －

(2) 未払法人税等 127,884 127,884 －

負債計 852,628 852,628 －
 

 

当連結会計年度(2022年２月28日)

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 2,088,910 2,088,910 －

(2) 売掛金 563,618 563,618 －

資産計 2,652,529 2,652,529 －

(1) 買掛金 316,919 316,919 －

(2) 未払法人税等 41,392 41,392 －

負債計 358,312 358,312 －
 

 
(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3)電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。

負 債

(1) 買掛金、(2) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。

 
(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

  (単位：千円)

区分 2021年２月28日 2022年２月28日

敷金 82,209 52,881
 

 これらについては、償還予定が合理的に見積もれず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

時価開示の対象としておりません。
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(注３) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2021年２月28日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,944,022 － － －

売掛金 971,095 － 　－ －

電子記録債権 165 － － －

合計 2,915,282 － － －
 

 
当連結会計年度(2022年２月28日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 2,088,910 － － －

売掛金 563,618 － － －

合計 2,652,529 － － －
 

　

(注４) 借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2021年２月28日)

　該当事項はありません。

 
当連結会計年度(2022年２月28日)

該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

　１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

　　　該当事項はありません。

 
２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

　　　該当事項はありません。

 
３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　当連結会計年度（2022年２月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。

　なお、2018年11月１日に１株を100株とする株式分割を行っておりますが、以下は、当該株式分割を反映した

数値を記載しております。

（1）ストック・オプションの内容

 第２回新株予約権

決議年月日 2016年４月28日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役　１名

株式の種類及び付与数 普通株式　20,000株

付与日 2016年５月13日

権利確定条件
「第４提出会社の状況 １ 株式等の状況 (2）新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 2019年11月１日～2023年５月12日
 

 
（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　①　ストック・オプションの数

 第２回新株予約権

決議年月日 2016年４月28日

権利確定前（株）  

　前連結会計年度末 －

　付与 －

　失効 －

　権利確定 －

　未確定残 －

権利確定後（株）  

　前連結会計年度末 20,000

　権利確定 －

　権利行使 －

　失効 －

　未行使残 20,000
 

（注）2019年９月１日付株式分割（普通株式１株につき２株）による分割後の株式数に換算して記載しております。
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②　単価情報

 第２回新株予約権

決議年月日 2016年４月28日

権利行使価格　 （円） 250

行使時平均株価 （円） －

付与日における公正な評価単価　（円） －
 

　

４．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において新たに付与されたストック・オプションはありません。

 
５．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。

 
６．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源的価

値の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価

値の合計額

① 当連結会計年度末における本源的価値の合計額 　　　　　　　　　27,220千円

② 当連結会計年度末において権利行使された本源的価値の合計額 　　　　－ 〃

 
（追加情報）

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用）

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36号

2018年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き

有償新株予約権を付与した取引については、実務対応報告第36号第10項(3)に基づいて、従来採用していた会計処

理を継続しております。

 
１．権利確定条件付き有償新株予約権の概要

前述の「３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況」に同一の内容を記載しているため、記載

を省略しております。

 
２．採用している会計処理の概要

(権利確定日以前の会計処理)

(1) 権利確定条件付き有償新株予約権の付与に伴う従業員等からの払込金額を、純資産の部に新株予約権と

して計上する。

(2) 新株予約権として計上した払込金額は、権利不確定による失効に対応する部分を利益として計上する。

 
(権利確定日後の会計処理)

(3) 権利確定条件付き有償新株予約権が権利行使され、これに対して新株を発行した場合、新株予約権とし

て計上した額のうち、当該権利行使に対応する部分を払込資本に振り替える。

(4) 権利不行使による失効が生じた場合、新株予約権として計上した額のうち、当該失効に対応する部分を

利益として計上する。この会計処理は、当該失効が確定した期に行う。
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(税効果会計関係)

　　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
 

前連結会計年度
(2021年２月28日)

 
当連結会計年度
(2022年２月28日)

　　繰延税金資産      
　　　未払事業税 8,638千円  4,050千円

　　　賞与引当金 19,001 〃  15,818 〃

　　　受注損失引当金 － 〃  794 〃

　　　資産除去債務 14,032 〃  9,504 〃

　 　その他 291 〃  720 〃

　　繰延税金資産合計 41,963千円  30,889千円

      
　　繰延税金負債      
　　　資産除去債務に対応する除去費用 △11,175千円  △6,391千円

　　　その他 － 〃  △132 〃

　　繰延税金負債合計 △11,175千円  △6,524千円

　　繰延税金資産純額 30,787千円  24,365千円
 

 
 

　　２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

　　　なった主要な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2021年２月28日)

 
当連結会計年度
(2022年２月28日)

　　法定実効税率 30.6％  30.6％

　　（調整）      

　　住民税均等割等 0.2％  0.2％

　　法人税特別控除額 △4.4％  △2.9％

　　のれんの償却額 0.1％  －％

　　在外子会社の適用税率差異 △0.1％  △0.0％

　　その他 △0.6％  △0.4％

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.9％  27.4％
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(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

 

(1) 当該資産除去債務の概要

建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を使用開始から12年～15年と見積り、割引率は△0.057％～0.828％を使用して資産除去債務の

金額を計算しております。

　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

(自 2020年３月１日
至 2021年２月28日)

当連結会計年度
(自 2021年３月１日
至 2022年２月28日)

期首残高 45,740千円 45,828千円

時の経過による調整額 87 〃 12 〃

資産除去債務の履行による減少額 － 〃 △15,530 〃

その他 － 〃 730 〃

期末残高 45,828千円 31,041千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、ツールソリューション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度(自　2020年３月１日　至　2021年２月28日)

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(単位：千円)

 
　ライセンス＆

SIサービス
クラウドサービス 自社ソフト開発 合計

外部顧客への売上高 3,870,007 296,017 264,981 4,431,006
 

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社デンソー 449,143 ツールソリューション事業
 

 
当連結会計年度(自　2021年３月１日　至　2022年２月28日)

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(単位：千円)

 
　ライセンス＆

SIサービス
クラウドサービス 自社ソフト開発 合計

外部顧客への売上高 3,685,460 309,110 313,652 4,308,223
 

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、該当事項はありま

せん。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　2020年３月１日　至　2021年２月28日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2021年３月１日　至　2022年２月28日)

該当事項はありません。

 

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　2020年３月１日　至　2021年２月28日)

　当社グループは、ツールソリューション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　2021年３月１日　至　2022年２月28日)

該当事項はありません。

 
 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　2020年３月１日　至　2021年２月28日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2021年３月１日　至　2022年２月28日)

該当事項はありません。

 
 
【関連当事者情報】

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自 2020年３月１日
至 2021年２月28日)

当連結会計年度
(自 2021年３月１日
至 2022年２月28日)

１株当たり純資産額 436.55円 507.15円

１株当たり当期純利益 103.57円 74.54円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

99.05円 72.94円
 

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。
 

項目
前連結会計年度

(自 2020年３月１日
至 2021年２月28日)

当連結会計年度
(自 2021年３月１日
至 2022年２月28日)

１株当たり当期純利益   

　親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 445,743 326,934

　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
　(千円)

445,743 326,934

　普通株式の期中平均株式数(株) 4,303,618 4,385,820

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

　親会社株主に帰属する当期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 196,547 96,215

　（うち新株予約権（株）） (196,547) (96,215)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

－ －

 

 
 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

 
【借入金等明細表】

該当事項はありません。

 
 
【資産除去債務明細表】

　明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、記載

を省略しております。

 
 

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 907,377 1,952,858 3,019,387 4,308,223

税金等調整前四半期
(当期)純利益

(千円) 84,831 166,695 284,255 450,242

親会社株主に帰属
する四半期(当期)
純利益

(千円) 59,180 120,144 200,075 326,934

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 13.57 27.52 45.81 74.54
 

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益

(円) 13.57 13.96 18.28 28.65
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年２月28日)
当事業年度

(2022年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,908,572 2,045,381

  売掛金 958,869 543,096

  電子記録債権 165 －

  仕掛品 20,058 26,848

  前渡金 15,407 18,400

  前払費用 23,668 24,024

  その他 8,695 29,821

  流動資産合計 2,935,436 2,687,573

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 74,398 85,727

   工具、器具及び備品 32,435 49,218

   減価償却累計額 △36,438 △43,716

   有形固定資産合計 70,394 91,229

  無形固定資産   

   ソフトウエア 1,748 703

   ソフトウエア仮勘定 － 9,493

   無形固定資産合計 1,748 10,197

  投資その他の資産   

   関係会社株式 11,400 11,400

   敷金 81,834 52,473

   出資金 10 10

   繰延税金資産 30,574 23,494

   その他 960 960

   投資その他の資産合計 124,778 88,337

  固定資産合計 196,921 189,763

 資産合計 3,132,357 2,877,336
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年２月28日)
当事業年度

(2022年２月28日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 724,744 316,919

  未払金 28,232 31,722

  未払費用 13,703 9,889

  未払法人税等 127,142 39,887

  前受金 172,515 168,923

  賞与引当金 62,055 49,074

  受注損失引当金 － 2,594

  預り金 10,206 5,424

  その他 82,317 12,949

  流動負債合計 1,220,919 637,386

 固定負債   

  資産除去債務 45,828 31,041

  固定負債合計 45,828 31,041

 負債合計 1,266,747 668,427

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 325,946 337,501

  資本剰余金   

   資本準備金 360,946 372,501

   資本剰余金合計 360,946 372,501

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 1,179,111 1,499,437

   利益剰余金合計 1,179,111 1,499,437

  自己株式 △415 △541

  株主資本合計 1,865,589 2,208,898

 新株予約権 20 10

 純資産合計 1,865,610 2,208,909

負債純資産合計 3,132,357 2,877,336
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2020年３月１日
　至 2021年２月28日)

当事業年度
(自 2021年３月１日
　至 2022年２月28日)

売上高 4,363,516 4,123,174

売上原価 2,927,346 2,822,018

売上総利益 1,436,169 1,301,155

販売費及び一般管理費 ※  846,182 ※  872,457

営業利益 589,986 428,697

営業外収益   

 受取利息 5 4

 為替差益 － 4,529

 販売奨励金 58 4,384

 助成金収入 1,045 3,791

 その他 169 613

 営業外収益合計 1,279 13,323

営業外費用   

 株式交付費 213 230

 為替差損 1,121 －

 営業外費用合計 1,334 230

経常利益 589,931 441,790

税引前当期純利益 589,931 441,790

法人税、住民税及び事業税 169,127 114,385

法人税等調整額 △15,911 7,080

法人税等合計 153,216 121,465

当期純利益 436,715 320,325
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

(自　2020年３月１日
至　2021年２月28日)

当事業年度
(自　2021年３月１日
至　2022年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　ライセンス仕入高等  2,472,864 84.7  2,380,886 84.2

Ⅱ　労務費  195,354 6.7  185,489 6.6

Ⅲ　経費 ※ 251,381 8.6 262,432  9.3

当期総費用  2,919,599 100.0 2,828,809 100.0

期首仕掛品たな卸高  27,805  20,058  

合計  2,947,405   2,848,867  

期末仕掛品たな卸高  20,058  26,848  

　　当期売上原価  2,927,346   2,822,018  
 

 

(注) ※ 主な内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

外注費 197,643 190,543

地代家賃 26,353 24,017
 

 

(原価計算の方法)

当社の原価計算は実際原価による個別原価計算を採用しております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2020年３月１日　至　2021年２月28日)

 (単位：千円)

 

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 316,468 351,468 351,468 742,396 742,396 △335 1,409,997 29 1,410,026

当期変動額          

新株の発行（新株予約

権の行使）
9,478 9,478 9,478    18,957  18,957

当期純利益    436,715 436,715  436,715  436,715

自己株式の取得      △80 △80  △80

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
       △8 △8

当期変動額合計 9,478 9,478 9,478 436,715 436,715 △80 455,592 △8 455,583

当期末残高 325,946 360,946 360,946 1,179,111 1,179,111 △415 1,865,589 20 1,865,610
 

 

 

当事業年度(自　2021年３月１日　至　2022年２月28日)

 (単位：千円)

 

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 325,946 360,946 360,946 1,179,111 1,179,111 △415 1,865,589 20 1,865,610

当期変動額          

新株の発行（新株予約

権の行使）
11,554 11,554 11,554    23,109  23,109

当期純利益    320,325 320,325  320,325  320,325

自己株式の取得      △125 △125  △125

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
       △9 △9

当期変動額合計 11,554 11,554 11,554 320,325 320,325 △125 343,308 △9 343,299

当期末残高 337,501 372,501 372,501 1,499,437 1,499,437 △541 2,208,898 10 2,208,909
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用してお

ります。

　

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

主として、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物    　　　        　15年

工具、器具及び備品 　４～15年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法を採用し

ております。

　

３　引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき将来の支給見込額を計上しております。

(2) 受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約に係る損失見込額を計上してお

ります。

　

４　収益及び費用の計上基準

受注制作のソフトウェア開発に係る収益及び費用の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクトについては工事進行基準

を、その他のプロジェクトについては、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する

場合の当事業年度末における進捗度の見積りは、準委任契約では見積総工数及び見積作業期間に占める発生

工数等を複合的に合算して算出した進捗率を用いた出来高基準を用い、それ以外は原価比例法によっており

ます。

　

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 

  
前事業年度

(自 2020年３月１日
至 2021年２月28日)

当事業年度
(自 2021年３月１日
至 2022年２月28日)

 給料手当 290,173千円 302,281千円

 賞与及び賞与引当金繰入額 61,597 〃 48,588 〃

 減価償却費 7,556 〃 19,761 〃

 支払手数料 124,255 〃 142,169 〃

      

 おおよその割合     

 販売費 53.7％ 52.7％

 一般管理費 46.3％ 47.3％
 

 

 
(有価証券関係)

子会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株式の時価を記載し

ておりません。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は以下の

とおりです。

  (単位：千円)

区分
前事業年度

(2021年２月28日)
当事業年度

(2022年２月28日)

子会社株式 11,400 11,400

計 11,400 11,400
 

 

EDINET提出書類

リックソフト株式会社(E34633)

有価証券報告書

78/88



 

(税効果会計関係)

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(2021年２月28日)
 

当事業年度
(2022年２月28日)

繰延税金資産      

　未払事業税 8,638千円  4,050千円

　賞与引当金 19,001 〃  15,026 〃

　受注損失引当金 － 〃  794 〃

　資産除去債務 14,032 〃  9,504 〃

　その他 78 〃  508 〃

繰延税金資産合計 41,750千円  29,885千円

      

繰延税金負債      

　資産除去債務に対応する除去費用 △11,175千円  △6,391千円

繰延税金負債合計 △11,175千円  △6,391千円

繰延税金資産純額 30,574千円  23,494千円
 

 
　２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

     なった主要な項目別の内訳

　

 
前事業年度

(2021年２月28日)
 

当事業年度
(2022年２月28日)

法定実効税率 30.6％  30.6％ 

（調整）      

　住民税均等割等 0.2％  0.2％ 

　法人税特別控除額 △4.5％  △3.0％ 

　のれんの償却額 0.1％  －％ 

　その他 △0.5％  △0.3％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.0％  27.5％ 
 

 
 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

　（単位：千円）

資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

当期償却額
差引当期末
残高

有形固定資産        

　建物 74,398  28,621  17,292  85,727  21,808  20,241  63,918

　工具、器具及び備品 32,435 21,201  4,418 49,218  21,907  8,466  27,310

有形固定資産計 106,833  49,823  21,711  134,945  43,716  28,708  91,229

無形固定資産        

 ソフトウエア 17,345 －  493 16,852 16,148  1,044 703

　ソフトウエア仮勘定 －  9,493 －  9,493 － －  9,493

無形固定資産計 17,345  9,493 493  26,345  16,148 1,044 10,197
 

(注) １.当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

 建物  本社レイアウト変更工事 28,621千円

 工具、器具及び備品  同上に係る什器の取得 14,166千円

 工具、器具及び備品  パソコン等の取得 7,035千円

 ソフトウェア仮勘定  新販売管理システムの開発 9,493千円
 

 
 ２.当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

 建物 本社レイアウト変更による

除却

2,398千円

 建物 同上に係る資産除去債務対

応資産の除却

14,894千円

 工具、器具及び備品  パソコン等の除却 3,642千円
 

 
【引当金明細表】

     （単位：千円）

科　目 当期首残高 当期増加額
当期減少額
（目的使用）

当期減少額
（その他）

当期末残高

賞与引当金 62,055 49,074 62,055 － 49,074

受注損失引当金 － 2,594 － － 2,594
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 毎年３月１日から翌年２月末日まで

定時株主総会 毎事業年度の末日から３か月以内

基準日 毎年２月末日

剰余金の配当の基準日 毎年２月末日、毎年８月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告の方法により行う。
ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｒｉｃｋｓｏｆｔ．ｊｐ／
但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない
場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

株主に対する特典 なし
 

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨、定款に定めております。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　

EDINET提出書類

リックソフト株式会社(E34633)

有価証券報告書

81/88



第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第19期(自 2020年３月１日 至 2021年２月28日)2021年５月27日関東財務局長に提出。

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2021年５月27日関東財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書及び確認書

第20期第１四半期(自 2021年３月１日 至 2021年５月31日)2021年７月14日関東財務局長に提出。

第20期第２四半期(自 2021年６月１日 至 2021年８月31日)2021年10月14日関東財務局長に提出。

第20期第３四半期(自 2021年９月１日 至 2021年11月30日)2022年１月14日関東財務局長に提出。

 

(4) 臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会

における議決権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書

2021年５月28日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2022年５月26日

リックソフト株式会社

取締役会　御中

　
有限責任 あずさ監査法人

 東京事務所
 

　

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 比　留　間　　郁　夫  
 

　

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関　 根　　　義 　明  
 

 
 
＜財務諸表監査＞
監査意見
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるリックソフト株式会社の2021年３月１日から2022年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連
結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
リックソフト株式会社及び連結子会社の2022年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経
営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責
任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項
　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重
要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見
の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

ソフトウェアライセンスの販売に関する売上高の期間帰属の適切性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

リックソフト株式会社は、単一の事業として「ツール
ソリューション事業」を営んでおり、当該事業の中で主
力となるサービスは「ライセンス＆SIサービス」に含ま
れるソフトウェアライセンス（以下、「ライセンス」と
言う。）の販売であり、主に海外ソフトウェアベンダー
が提供する各種ソフトウェアのライセンスを国内の顧客
に対して販売している。ライセンスの販売に係る売上高
は3,130,338千円であり、連結売上高の75.9％を占めて
いる。
ライセンスの販売は、実現主義の原則に基づき、財の
引渡し又はサービスの提供が完了し、かつ、対価が成立
したと判断される時点で売上高が認識される。ソフト
ウェアベンダーから仕入れたライセンスを顧客に納品
し、顧客のライセンス納品日に売上高を認識している。
実現主義の適用に当たっては、主に以下の理由から、
顧客による受領の事実を証憑により客観的に確認できな
い場合があることから、不適切な会計期間に売上計上さ
れる潜在的なリスクが存在する。
・顧客へのライセンスの納品は主に電子メールにライ　
　センス・キーを添付して送信しており、顧客からの受
　領の事実を確認していないこと
・顧客へ販売するライセンスは対象のソフトウェアへ　
　アクセスし利用する権利であるが、顧客がソフトウェ
　アにアクセスした事実はソフトウェアベンダーからリ
　ックソフトに通知されないこと

以上から、当監査法人は、ライセンスの販売に関する
売上高の期間帰属の適切性の検討が、当連結会計年度の
連結財務諸表監査において特に重要であり、「監査上の
主要な検討事項」に該当すると判断した。

当監査法人は、ライセンスの販売に関する売上高の期
間帰属の適切性を検討するため、主に以下の手続を実施
した。
(1) 内部統制の評価
　売上高の認識プロセスに関連する内部統制の整備状況
及び運用状況の有効性を評価した。評価に当たっては、
営業部門とは独立した業務部の上長がライセンスの納品
日と売上の計上日の整合を確認している統制に特に焦点
を当てた。

(2) 適切な期間に売上計上されているか否かの検討
　ライセンス販売に係る売上高が適切な会計期間に認識
されているか否かを検討するため、期末付近の取引のう
ち、一定程度の金額的重要性を有する取引を抽出し、以
下を含む監査手続を実施した。
・顧客へ販売するライセンスの仕入に関連し、海外ソフ
　トウェアベンダー等から入手した資料の仕入日付と顧
　客名を確認し、実際の売上取引との整合性を検証し
　た。
・ライセンス・キーを送信した電子メールと請求書の日
　付を照合したうえで、債権の回収予定期日に回収が実
　施されているか否かを確認した。
・期末日を基準日とした売掛金の残高確認書を当監査法
　人が直接入手し、債権の残高が帳簿残高と一致してい
　るか否かを照合した。

 

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた
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めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
　立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
　監査証拠を入手する。
・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
　の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
　関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
　き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
　論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事
　項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表
　に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
　に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
　どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる
　取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
　手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意
　見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講
じている場合はその内容について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した
事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止
されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上
回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

＜内部統制監査＞
監査意見
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、リックソフト株式会社の2022
年２月28日現在の内部統制報告書について監査を行った。
　当監査法人は、リックソフト株式会社が2022年２月28日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記
の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、
財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統
制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告
に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。
　監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。
　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ
　る。

内部統制監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ
いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに
ある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す
　る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び
　適用される。
・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部
　統制報告書の表示を検討する。
・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人
　は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責
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　任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し
た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講
じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

 
以　上

(注) １．上記の監査報告書の原本は、当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2022年５月26 日

リックソフト株式会社

取締役会　御中

　
有限責任 あずさ監査法人

　東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 比　留　間　　郁　夫  
 

　

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関　 根　　　義 　明  
 

 
監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるリックソフト株式会社の2021年３月１日から2022年２月28日までの第20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、リック
ソフト株式会社の2022年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項
監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である
と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい
て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

(ソフトウェアライセンスの販売に関する売上高の期間帰属の適切性)
　個別財務諸表の監査報告書で記載すべき監査上の主要な検討事項「ソフトウェアライセンスの販売に関する売上高の
期間帰属の適切性」は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項「ソフトウェアライセン
スの販売に関する売上高の期間帰属の適切性」と実質的に同一の内容である。このため、個別財務諸表の監査報告書で
は、これに関する記載を省略している。
 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
　立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
　監査証拠を入手する。
・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
　施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
　関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
　継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付
　ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意
　を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項
　付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
　が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
　かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事
　象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講
じている場合はその内容について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監
査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されてい
る場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合
理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以 上

(注) １．上記の監査報告書の原本は、当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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